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2.  建物被害 

2.1.  建物被害想定手法 

建物被害は、以下の方針に基づき実施した。 

なお、建物被害は複数の要因で重複して被害を起こす可能性がある。本調査では被害要因の重

複を避けるため「液状化→揺れ→斜面崩壊→津波→火災焼失」の順番で被害の要因を割り当てた。 

 

建物被害は、罹災証明に基づいた自治体判定基準である全壊棟数・半壊棟数を定量的に想定し

た。内閣府(2001)による罹災証明のための災害の被害認定統一基準による全壊、半壊の被災度判

定を表 2.1-1 に示す。 

 
表 2.1-1 罹災証明のための災害の被害認定統一基準による被災判定（内閣府(2001)）3 

被災度 被災度判定基準 

全壊 住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒

壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により元

通りに再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失もしく

は流失した部分の床面積がその住家の延床面積の70%以上に達した程度のもの、

または住家の主要な構造要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表

し、その住家の損害割合が50％以上に達した程度のものとする。 

 

半壊 住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の

損壊が甚だしいが、補修すれば、元通りに再使用できる程度のもので、具体的

には、損壊部分がその住家の延床面積の20%以上70%未満のもの、または住家の

主要な構造要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の

損害割合が20%以上50％未満のものとする。 

 

 

液状化発生地域においては建物の傾斜や基礎の潜り込みによる被害が発生する。ただし、地震

動そのものは地盤が液状化することにより、Ｓ波が大きく減衰し地震動が低減することから、揺

れによる被害は発生しないと仮定し、揺れと液状化の被害は重複しないようにする。なお、液状

化による全壊、半壊の区分については、東北地方太平洋沖地震において、表 2.1-2 に示す認定

基準が適用されている。 

 
表 2.1-2 液状化発生地域による被災度認定基準（内閣府(2001)）4 

区分 建物の傾斜 潜り込み量 

全壊 四隅の傾斜の平均≧1/20 床上 1m まで 

半壊 四隅の傾斜の平均≧1/100 基礎の天端下まで 25cm 

 
  

                             
3 内閣府(2001)：災害の被害認定基準について, 平成 13 年 6 月 28 日. 
4 内閣府(2011)：地盤に係る住家被害認定の運用見直しについて, 平成 23 年 5 月. 
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県(2001)：震度

斜面崩壊によ

急傾斜地危

＋山腹崩壊危

斜面崩壊によ

急傾斜地危

＋山腹崩壊危

震度階級

全壊率

半壊率

る被害 

被害は中央防

崩壊確率、斜

想定した。 

  
図 

表 2.1-4 危

           

6)：震度別全

度別半壊率, 

各

よる全壊棟数

危険箇所内人

危険地区内人

よる半壊棟数

危険箇所内人

危険地区内人

～震度

0%

0%

防災会議(20

斜面崩壊危険

2.1-6 斜面

危険度ランク

表 2.1

全壊率, 首都直

静岡県 第 3

急傾斜地崩
山腹崩壊

各危険箇所の危

全壊棟数

数 ＝  

人家戸数 ×

×(

人家戸数 ×

×(

数 ＝  

人家戸数 ×

×

人家戸数 ×

×

度4 震度5

6%

14%

ラ
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012)に準拠し

険個所におけ

面崩壊による

 

ク別崩壊確率

 

 

-5 震度別

 

 

 

直下地震対策

次地震被害予

計測

崩壊危険個所デ
壊危険地区デー

危険度ランク、人

・半壊棟数

崩壊確

崩壊地に
全壊

急傾斜
山腹崩壊

崩壊確率 ×

(1 － 鹿児島

崩壊確率 ×

(1 － 鹿児島

崩壊確率 ×

(1 － 鹿児

崩壊確率 ×

(1 － 鹿児

弱 震度5

12%

28%

ランク 崩壊

A

し、斜面崩壊

ける震度別被

る被害想定フ

率（中央防災

被害率5 

策専門調査会(
予測結果. 

測震度分布

データ
ータ

人家戸数

確率

における震度別
壊率・半壊率

斜地崩壊危険箇
壊危険地区治山

※1 鹿児島
※2 鹿児島

×崩壊地にお

島県の急傾斜

×崩壊地にお

島県の山腹崩

× 崩壊地にお

島県の急傾斜

×崩壊地にお

島県の山腹崩

強 震度6

18%

42%

壊確率

10%

壊危険度の想

被害率、斜面崩

フロー 

災会議(2012)

第 15 回) 資料

別

箇所整備率※1

山事業着手率※2

島県砂防課 36.0％
島県 森づくり推進課

おける震度別

斜地崩壊危険

おける震度別

崩壊地区治山

おける震度別

斜地崩壊危険

おける震度別

崩壊地区治山

弱 震度6

24%

56%

定で求めた危

崩壊危険個所

)） 

料 3. 

％（H24.3）
課 59.7％（H24.3）

別全壊率  

険箇所整備率

別全壊率  

山事業着手率

別半壊率 

険箇所整備率

別半壊率  

山事業着手率

強 震度

% 30%

% 70%

危険度ラ

所の整備

率) 

率) 

率) 

率) 
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%
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津波による被

による被害

中央防災会議

計した。 

図

害 

は、10m メッ

議(2012)）を

図

津波

津波浸水

図 2.1-8 津

 

津波

ッシュ毎の津

を用いて 10

図 2.1-7 津

波浸水深ごと

水深ごとの建

津波による建

波浸水深

被害
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津波浸水深と

0ｍメッシュ

 

津波による被

との建物被害

建物被害率(

 

建物被害率曲

構

人

（津波

害数

と構造別別建

毎に被害量

被害想定フロ

害率(人口集中

(人口集中地

線（中央防

構造別建物数

・被害率テ
人口集中地区、人口

波浸水深と建物

木造、非

建物数、津波

の計算を行い

ロー 

中地区) 

区以外) 

災会議(2012

テーブル
口集中地区以外

物被害率の関係

非木造

木造、非木造

浸水深ごと

い、市町村単

2)） 

係）

造

の建物被

単位で被
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地震火
 

 火災

基づ

 気象

風速

 出火

場合

出火

 市町

の出

 さら

する

 消防

評価

 市町

定す

 延焼

この

な消

囲を

延焼

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初

市

地震火災によ

災の想定は次

災の被害は発

づき、1地震

象条件につい

速データ(199

火要因として

合の火気器具

火要因別の出

町村から収集

出火率を掛け

らに、震度別

る。 

防運用につい

価する。 

町村別炎上出

する。 

焼出火点メッ

の際、消防庁

消防力最適運

を想定し、焼

焼シミュレー

震
建物

初期消火成功率

市町村別消火可

る被害 

次の方針で実

発生時刻や気

震あたり 3つ

いては、鹿児

93～2012 年

て、①建物倒

具・電熱器具

出火率を用い

集した固定資

け合わせた全

別の初期消火

いては、市町

出火件数と消

ッシュの建物

庁消防大学校 

運用支援情報

焼失数を算定

ーションによ

図

度分布
被害分布

用途

市町村

率（震度別）

市町村別

延焼

可能件数

実施した。

気象によって

のケース(冬

児島地方気象

年)を収集し設

倒壊しない場

具からの出火

いる。 

資産台帳デー

全出火件数を

火成功率を考

町村から収集

消火可能件数

物から火災が

消防研究セ

報システム（

する。なお、

よる 12 時間後

図 2.1-9 地

途別建物数

出

別全出火件数

別炎上出火件数

焼出火件数
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て状況が大き

冬深夜、夏 1

台の公表デー

設定する。

場合の火気器

火、③電気機

ータ等から建

を算出する。

考慮して、各

集した消防力

数から延焼出

が延焼に至る

センターによ

（以下、消防

延焼出火点

後の焼失数が

地震による被

出火要因別
出火率

数 建

延焼

く異なるこ

2時、冬 18

ータ（アメダ

器具・電熱器

機器・配線か

建物用途別の

 

各想定ケース

力データを用

出火件数を算

とみなし、

よる建物 1棟

防システムと

点メッシュ内

が最大となる

被害想定フロ

３つの火災要因
① 建物倒壊し
② 建物倒壊し
③ 電気器具・配

建物単体データ

焼シミュレーショ

焼失棟数

とから、気象

時)を想定す

ダスデータ）

器具からの出火

らの出火を対

分布状況を把

の市町村別炎

いて市町村別

出し、延焼

延焼シミュ

棟単位のシミ

呼ぶ）を用

の出火建物

る建物とする

ロー

因
ない場合の火気器
た場合の火気器具
配線からの出火

ン

気象

象条件と発生

する。 

から、過去

火、②建物倒

対象にとし

把握し、出火

炎上出火件数

別の消火可能

出火点メッ

レーション

ュレーショ

いて時系列

の設定につい

る。 

器具・電熱器具から
具・電熱器具からの

象データ（風向・

アメダスデータ

生時刻に

去の風向・

倒壊する

これらの

火要因別

数を算出

能件数を

シュを設

を行う。

ンが可能

の延焼範

いては、

らの出火
の出火

風速）

タ



 

 出火a）

 建物①

建物

表 2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建物②

建物

壊建物

用しな

時刻

 

 電気③

電気

の関係

 

建

電

配

火 

物倒壊しない

倒壊しない場

.1-6 のよう

表 2.1-6 

倒壊した場合

倒壊時の火気

1 棟あたり

い夏の場合

補正係数は

機器・配線

機器・配線か

で設定した。

建物倒壊した

建物倒

電気機器から

配線からの出

冬深

飲食
物販
病院
診療
事務
住宅
夏1

飲食
物販
病院
診療
事務
住宅
冬1

飲食
物販
病院
診療
事務
住宅

い場合の火気

場合の火器器

に設定した

火気器具

合の火気器具

気器具・電熱

の出火率を

には、倒壊建

1.0（深夜）

からの出火 

からの出火は

。 

 

た場合の全出

倒壊棟数×季

ここで、季節

0.0629

らの出火件数

出火件数  

深夜

食店
販店
院
療所
務所等その他事
宅・共同住宅
12時

食店
販店
院
療所
務所等その他事
宅・共同住宅
18時

食店
販店
院
療所
務所等その他事
宅・共同住宅

気器具・電熱

器具・電熱器

。 

・電熱器具か

具・電熱器具

熱器具につい

0.0449％と

建物 1 棟あた

、2.2（12 時

は、建物全壊

出火件数＝ 

季節時間帯別

節時間帯別の倒

9％（夏12時）

数＝0.044%×

＝0.030%×

震度
0.0
0.0
0.0
0.0

事務所 0.0
0.0

震度
0.0
0.0
0.0
0.0

事務所 0.0
0.0

震度
0.0
0.0
0.0
0.0

事務所 0.0
0.0
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熱器具からの

器具からの出

 

からの震度別

具からの出火

いては、阪神

とし、さらに

たりの出火率

時）、3.4（1

壊の影響を強

別の倒壊建物

倒壊建物１棟あ

、0.153％(冬

全壊棟数 

全壊棟数 

度5弱 震度5強
0003% 0.0009
0001% 0.0004
0002% 0.0004
0000% 0.0002
0000% 0.0001
0002% 0.0006

度5弱 震度5強
0029% 0.0076
0005% 0.0015
0009% 0.0016
0004% 0.0004
0005% 0.0017
0003% 0.0003

度5弱 震度5強
0047% 0.0157
0007% 0.0020
0008% 0.0017
0004% 0.0010
0003% 0.0012
0010% 0.0034

の出火 

出火は中央防

別・用途別・

火 

神・淡路大震

に時刻別に補

率を 0.0286％

8 時）とした

強く受けると

１棟あたり出

あたり出火率：

冬18時)  （※

強 震度6弱
9% 0.0047%
4% 0.0013%
4% 0.0014%
2% 0.0005%
1% 0.0004%
6% 0.0021%

強 震度6弱
6% 0.0346%
5% 0.0071%
6% 0.0070%
4% 0.0016%
7% 0.0083%
3% 0.0013%

強 震度6弱
7% 0.0541%
0% 0.0085%
7% 0.0072%
0% 0.0036%
2% 0.0052%
4% 0.0109%

防災会議(201

季節時間帯

（中央防

震災時の事例

補正する。一方

％とした。 

た。 

考えられる

出火率 

0.0449％（冬

※ 倒壊棟数＝

震度6強
0.0188%
0.0059%
0.0075%
0.0018%
0.0020%
0.0072%

震度6強
0.1152%
0.0253%
0.0296%
0.0050%
0.0313%
0.0043%

震度6強
0.1657%
0.0302%
0.0372%
0.0130%
0.0216%
0.0351%

12)に準拠し

帯別の出火率

災会議(2012

例から、冬にお

方、暖房器具

ことから、全

冬深夜）、 

＝0.3×全壊棟数

震度7
0.0660%
0.0510%
0.1180%
0.0070%
0.0110%
0.0260%

震度7
0.3310%
0.1230%
0.3130%
0.0230%
0.1830%
0.0210%

震度7
0.5090%
0.1580%
0.5290%
0.0410%
0.1770%
0.1150%

し、 

率 

2)） 

 

おける倒

具類を使

 

全壊率と

 

数） 



 

 炎上④

上記

よって

示すと

 
 消防b）

 消火①

市町

本

 

 延焼②

以上

により

延焼

件数は

 

 延焼c）

消防

はこの

シミュ

延焼

 

 延焼

る木

 風向

 建物

直線

さら

tは

 

       
6
 東京消

炎

消

延

出火件数 

３点の出火要

消火される

おりとした。

防運用 

火可能件数 

町村ごとの消火

本計算で用い

焼出火件数 

のように、市

消火されな

シミュレー

切り上げて整

焼シミュレー

力運用で消

状況を、消防

レーション

シミュレー

焼の単位は建

木造建物に設

向・風速は延

物間の燃え移

線に沿って、

らに同様に次

は式 2.1-1 の

           

消防庁(2011)：

炎上出火件数

消火可能件数

0.3

延焼出火件数

要因による出

ものを考慮

。 

表 2.1-

初期消

火可能件数を

いる消防ポン

市町村ごとに

かった火災が

ションの解析

整数値とし、

ーションによ

し止められな

防研究所が開

で想定し、焼

ションを行

建物 1 棟単位

設定する。 

延焼シミュレ

移りは、図 2

出火建物の

次の隣接建物

のとおりとす

           

第 8 回 出火

数＝(１－初期

数(発災直後)

×(消防ポン

×｛1－(

数＝炎上出火

出火件数を足

し、炎上出火

7 初期消火成

震度 

消火成功率

を次式で求め

ンプ自動車数

に求めた消火

が延焼拡大す

析では、個々

、解析を行っ

よる延焼拡大

なかった延焼

開発したシス

焼失棟数を算

うにあたって

位とし、出火

レーション時

2.1-10 に示

の重心から外

物に燃え進ん

る。 

火危険度測定

期消火成功率

＝ 

ンプ自動車数

(1－3.14×1

火件数 － 消
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足しあわせ、

火件数を算出

成功率6（中

6弱以下

67%

めた。 

数及び小型動

火可能件数と

すると考え、

々の建物に出

った。 

大の想定 

焼出火点より

ステムを用い

算定した。

て以下のよう

火点は 250m メ

時間内で一定

示すように、

外壁、隣接建

んで行く。あ

定. 

率)×全出火

数/2＋小型動

40×140／市

消火可能件数

全出火件数

出する。初期

央防災会議

下 6強 

30% 

動力ポンプ数

と、想定され

延焼出火件

出火点を 1件

り次第に火災

いて時系列の

うな仮定を設

メッシュ内で

定の条件とす

建物の中心

建物の外壁、

ある建物から

件数 

力ポンプ数/

市街地面積(㎡

（発災直後）

数を算出する

期消火の成功

(2012)） 

7 

15% 

数は、収集し

れる炎上出火

件数を求めた

件ずつ設定す

災が燃え広が

延焼範囲を建

設定した。 

で 12 時間後

る。 

（ポリゴン

隣接建物の重

隣接建物に延

/4) 

㎡))水利数｝  

） 

る。ここに初期

功率は、表 2

たデータを用

火件数を比較

た。 

するために、延

がっていく。本

建物 1棟単位

の焼失数が最

の幾何重心）

重心へと燃

延焼するま

期消火に

2.1-7 に

 

 

用いる。 

し、次式

 

延焼出火

本調査で

位の延焼

最大とな

）を結ぶ

え進み、

での時間



 

 

ただ

 

 焼失

規模

実際

され

とか

20 時

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

し、 

失棟数を算定

模延焼が 22 件

際に鎮圧する

れる。一方、

から、本調査

時間の半分程

 

Li1 ：延

Li2 ：延

Ld  ：延

Vi  ：建

Vd  ：建

定する延焼時

件あり、発生

るまでには、

本調査によ

査において 2

程度である 1

Li2 
Ld

図 2.1-10

Lt =

延焼元建物の

延焼先建物の

延焼元･延焼先

建物内の延焼

建物間の延焼

時間は 12 時間

生から鎮圧ま

他県からの

よる手法が消

20 時間で想定

12 時間で焼失

図 2.1-11
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Li1

0 延焼経路

i

i2i1  
V

L
+

+

の重心から外

の重心から外

先建物の外壁

焼速度 
焼速度 

間とする。兵

までの平均的

の応援を含め

消防力の 2 次

定すると、焼

失棟数を想定

 

延焼拡大の

路のイメージ

d

d

V
L +   ……

外壁までの延焼

外壁までの延焼

壁間の延焼距

兵庫県南部地

的な時間は約

めてかなりの

次運用や他県

焼失棟数はか

定することと

の想定フロー
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2.2.  建物被害想定結果 

被害想定条件「最大風速」のケースにおける被害想定結果を以下の表に示す。 

 

表 2.2-1 鹿児島県における被災ケースごとの全壊・焼失棟数【最大風速】 

表 2.2-2 各市町村における最大被災ケースの全壊・焼失棟数【最大風速】 

表 2.2-3 鹿児島県における被災ケースごとの半壊棟数【最大風速】 

表 2.2-4 各市町村における最大被災ケースの半壊棟数【最大風速】 

 

建物の被害は、液状化および津波によるものが多くなっている。また、鹿児島県において最も

多く建物被害が想定されたのは想定番号⑦南海トラフ（地震動：西側ケース、津波：CASE11、冬

18 時）の巨大地震であり、全壊・焼失棟数の合計が 14,900 棟と想定された。 

市町村別で最も多く全壊・焼失棟数が想定されたのは鹿児島市であり、想定番号①鹿児島湾直

下（冬 18 時）の地震で 9,400 棟と想定された。 
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表 2.2-1 鹿児島県における被災ケースごとの全壊・焼失棟数【最大風速】 

 

想定地震等 季節・時刻

冬深夜 0 9,700

夏12時 110 9,800
冬18時 2,300 12,100
冬深夜 610 12,100
夏12時 1,300 12,800
冬18時 2,100 13,600
冬深夜 0 1,300
夏12時 0 1,300
冬18時 0 1,300
冬深夜 60 2,900
夏12時 130 2,900
冬18時 300 3,100
冬深夜 0 1,200
夏12時 10 1,200
冬18時 10 1,200
冬深夜 0 130
夏12時 0 130
冬18時 0 130
冬深夜 0 11,100
夏12時 - 11,100
冬18時 - 11,100
冬深夜 0 7,400
夏12時 0 7,400
冬18時 20 7,400
冬深夜 0 13,500
夏12時 70 13,600
冬18時 70 13,600
冬深夜 0 12,900
夏12時 10 12,900
冬18時 40 12,900
冬深夜 0 12,400
夏12時 - 12,400
冬18時 - 12,400
冬深夜 0 8,800
夏12時 0 8,800
冬18時 20 8,800
冬深夜 0 14,900
夏12時 70 14,900
冬18時 70 14,900
冬深夜 0 14,200
夏12時 10 14,200
冬18時 40 14,300
冬深夜 200 13,800
夏12時 190 13,800
冬18時 500 14,100
冬深夜 0 560
夏12時 0 560
冬18時 0 560
冬深夜 120 3,300
夏12時 180 3,400
冬18時 560 3,800
冬深夜 0 950
夏12時 0 950
冬18時 120 1,100
冬深夜 200
夏12時 200
冬18時 200
冬深夜 270
夏12時 270
冬18時 270

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

⑨トカラ列島太平洋沖

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ）

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ）

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ）

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ）

⑧種子島東方沖

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE11 ）

①鹿児島湾直下

②県西部直下

③甑島列島東方沖

④県北西部直下

⑤熊本県南部

⑥県北部直下

合計
（参考）

堤防の機能不
全による増分

揺れ 斜面崩壊

1,600 270 50 107,800

被災ケース

4,500 6,900 90 10 - 

970 70 10 230 10

1,100 1,700 20

8,200 50 40 2,800 0

680 460 20 20 - 

130 0 - 

4,600 - 10 2,800 0

10,600 60 60 2,800 10

9,900 180 60 2,800 10

8,200 50 40 4,200 0

4,600 - 10 4,200 0

10,600 60 60 4,100 20

1,300 80 1,000 60

9,900 180 60 4,100 20

11,900 1,200 120 350 60

270

火災津波液状化

190 30 30 700 20

200

200 10 - 360 - 

830
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表 2.2-2 各市町村における最大被災ケースの全壊・焼失棟数【最大風速】 

 

  
想定地震等 季節・時刻

①鹿児島湾直下 冬18時 5,500 1,500 250 40 2,100 9,400 10

⑧種子島東方沖 冬18時 450 20 10 - 0 470 0

⑧種子島東方沖 冬18時 40 0 - - 0 40 0

④県北西部直下 冬18時 280 170 - 0 20 480 0

④県北西部直下 冬18時 400 1,500 10 0 290 2,200 0

⑧種子島東方沖 冬18時 550 - - - 0 550 0

⑦南海トラフ 冬18時 - 0 0 520 0 520 0

①鹿児島湾直下 冬18時 730 90 10 - 180 1,000 - 

②県西部直下 冬18時 1,800 560 20 - 160 2,500 - 

②県西部直下 冬18時 550 870 20 0 620 2,100 - 

⑦南海トラフ 冬18時 300 100 - 0 20 420 0

⑦南海トラフ 冬18時 1,400 - 20 - 0 1,400 0

②県西部直下 冬18時 940 5,400 20 - 1,300 7,700 0

⑧種子島東方沖 冬18時 310 0 - - 0 310 0

⑦南海トラフ 冬18時 730 70 10 1,200 10 2,000 20

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 580 90 60 600 180 1,500 40

⑧種子島東方沖 冬18時 290 - - - 0 290 0

⑦南海トラフ 冬18時 240 - 10 0 0 250 0

⑦南海トラフ 冬18時 1,100 0 - - 0 1,100 0

⑧種子島東方沖 冬18時 0 0 - 0 0 - 0

⑨トカラ列島太平洋沖 冬18時 0 0 - - 0 - 0

⑦南海トラフ 冬18時 90 - - 0 0 90 0

⑤熊本県南部 冬18時 120 450 10 10 10 600 - 

⑦南海トラフ 冬18時 240 10 - 0 0 250 0

⑧種子島東方沖 冬18時 310 30 - - 100 440 0

⑦南海トラフ 冬18時 650 0 - 20 0 670 0

⑧種子島東方沖 冬18時 90 10 - - 0 110 - 

⑧種子島東方沖 冬18時 170 - - 20 0 180 - 

⑦南海トラフ 冬18時 780 - - 780 0 1,600 0

⑧種子島東方沖 冬18時 40 210 - 20 - 280 - 

⑧種子島東方沖 冬18時 80 50 - 70 10 210 - 

⑦南海トラフ 冬18時 0 0 0 110 0 110 0

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 0 - - 30 0 30 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 - - - 10 0 10 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 160 - - 80 0 240 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 30 10 10 160 0 210 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 10 1,200 - 60 380 1,700 20

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 40 20 10 500 0 560 10

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 20 10 - 10 100 140 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 - - - - 20 20 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 0 0 - 30 0 30 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 0 - 0 - 0 - 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 - - 0 - 0 - - 

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

徳之島町

天城町

伊仙町

和泊町

知名町

与論町

三島村

十島村

さつま町

長島町

湧水町

大崎町

東串良町

錦江町

南大隅町

肝付町

中種子町

南種子町

屋久島町

大和村

宇検村

瀬戸内町

龍郷町

喜界町

（参考）
堤防の機能不
全による増分

最大被災ケース
市町村名

日置市

奄美市

指宿市

西之表市

垂水市

鹿児島市

鹿屋市

枕崎市

阿久根市

出水市

伊佐市

姶良市

曽於市

霧島市

いちき串木野市

南さつま市

志布志市

薩摩川内市

南九州市

合計斜面崩壊 津波 火災液状化 揺れ
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表 2.2-3 鹿児島県における被災ケースごとの半壊棟数【最大風速】 

 

想定地震等 季節・時刻

冬深夜 40,300

夏12時 40,300
冬18時 40,300
冬深夜 28,000
夏12時 28,000
冬18時 28,000
冬深夜 5,100
夏12時 5,100
冬18時 5,100
冬深夜 9,700
夏12時 9,700
冬18時 9,700
冬深夜 3,900
夏12時 3,900
冬18時 3,900
冬深夜 390
夏12時 390
冬18時 390
冬深夜 37,000
夏12時 37,000
冬18時 37,000
冬深夜 22,700
夏12時 22,700
冬18時 22,700
冬深夜 45,400
夏12時 45,400
冬18時 45,400
冬深夜 43,800
夏12時 43,800
冬18時 43,800
冬深夜 37,600
夏12時 37,600
冬18時 37,600
冬深夜 23,200
夏12時 23,200
冬18時 23,200
冬深夜 45,900
夏12時 45,900
冬18時 45,900
冬深夜 44,400
夏12時 44,400
冬18時 44,400
冬深夜 53,500
夏12時 53,500
冬18時 53,500
冬深夜 3,400
夏12時 3,400
冬18時 3,400
冬深夜 8,100
夏12時 8,100
冬18時 8,100
冬深夜 2,800
夏12時 2,800
冬18時 2,800
冬深夜 570
夏12時 570
冬18時 570
冬深夜 780
夏12時 780
冬18時 780

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE11 ）

⑧種子島東方沖

⑨トカラ列島太平洋沖

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ）

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ）

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ）

⑤熊本県南部

⑥県北部直下

780

10

570

580 510 60 1,700

10

2,300 3,100 170 2,500 90

710 260 10 2,500

10

42,200 9,300 260 1,700 110

35,400 2,900 130 6,000

0

38,100 1,700 130 6,000 10

16,700 260 10 6,300

10

30,100 1,300 90 6,100 0

35,400 2,900 130 5,400

38,100 1,700 130 5,400 10

16,700 260 10 5,800 0

30,100 1,300 90 5,500 0

390 - - 

2,300 1,300 40 250 30

3,600 6,000 40

20

3,600 420 20 1,000 30

16,400 11,100 200 300②県西部直下

③甑島列島東方沖

④県北西部直下

合計
（参考）

堤防の機能不
全による増分

29,000 10,300 570 400 10

液状化 揺れ 斜面崩壊 津波

被災ケース

①鹿児島湾直下
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表 2.2-4 各市町村における最大被災ケースの半壊棟数【最大風速】 

  

想定地震等 季節・時刻

①鹿児島湾直下 冬18時 20,900 8,900 520 150 30,500 10

⑧種子島東方沖 冬18時 1,600 550 20 - 2,200 0

⑧種子島東方沖 冬18時 170 10 - 20 200 0

④県北西部直下 冬18時 930 990 10 1,900

④県北西部直下 冬18時 1,300 4,500 10 5,900

⑧種子島東方沖 冬18時 1,800 70 - 60 1,900 0

⑧種子島東方沖 冬18時 290 1,500 10 340 2,100 20

①鹿児島湾直下 冬18時 2,200 1,000 30 10 3,200 - 

②県西部直下 冬18時 6,700 3,100 40 10 9,800 10

②県西部直下 冬18時 1,700 3,300 50 0 5,100 - 

⑦南海トラフ 冬18時 910 1,000 10 0 2,000 0

⑦南海トラフ 冬18時 6,200 140 40 20 6,400 0

②県西部直下 冬18時 3,200 4,200 40 50 7,500 10

⑧種子島東方沖 冬18時 1,100 10 - 30 1,100 0

⑧種子島東方沖 冬18時 2,900 3,500 50 440 6,900 70

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 1,500 930 120 1,000 3,600 40

①鹿児島湾直下 冬18時 850 100 - 0 950 0

⑦南海トラフ 冬18時 740 230 20 0 990 0

⑦南海トラフ 冬18時 4,500 100 10 20 4,600 0

⑧種子島東方沖 冬18時 0 - - 0 - 0

⑦南海トラフ 冬18時 0 0 0 - - 0

⑦南海トラフ 冬18時 240 30 - 0 270 0

⑤熊本県南部 冬18時 360 920 30 30 1,300 - 

⑦南海トラフ 冬18時 660 210 10 0 870 0

⑧種子島東方沖 冬18時 890 530 10 10 1,400 0

⑧種子島東方沖 冬18時 2,200 70 - 10 2,300 10

⑧種子島東方沖 冬18時 290 160 - - 450 - 

⑧種子島東方沖 冬18時 520 40 - 30 590 - 

⑧種子島東方沖 冬18時 3,000 300 10 170 3,500 10

⑧種子島東方沖 冬18時 130 1,000 10 20 1,200 - 

⑧種子島東方沖 冬18時 290 330 10 50 680 - 

⑨トカラ列島太平洋沖 冬18時 120 120 - 60 300 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 0 60 10 60 130 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 - 30 10 60 90 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 470 60 10 200 740 10

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 130 140 20 270 570 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 30 1,900 10 200 2,100 30

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 110 310 10 480 910 10

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 70 90 - 30 200 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 - 40 - 10 60 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 0 10 - 60 70 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 0 10 0 - 10 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 10 10 0 10 20 - 

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

鹿児島市

鹿屋市

枕崎市

合計

伊佐市

西之表市

垂水市

薩摩川内市

日置市

曽於市

霧島市

姶良市

南さつま市

志布志市

奄美市

南九州市

天城町

伊仙町

いちき串木野市

三島村

十島村

さつま町

長島町

湧水町

大崎町

東串良町

錦江町

南大隅町

肝付町

中種子町

南種子町

屋久島町

大和村

宇検村

瀬戸内町

龍郷町

喜界町

徳之島町

与論町

和泊町

知名町

液状化 揺れ 斜面崩壊 津波市町村名
最大被災ケース （参考）

堤防の機能不
全による増分

阿久根市

出水市

指宿市
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の関係

 

② 倒壊対

東京
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ブロック塀
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想定手法 

ック塀等の転

ロック塀、石

いて各施設

4ステップ

数 

ック塀・石塀

を用いてそれ

ブ

0.16×（

対象となる塀

都の各塀の危

いる。 

都(1997)7に

ものとした。

           

都（1997）：東

落下物の発生

塀・自動販売

ク塀等の転倒

転倒数は中央

石塀等の分布

の被害数を想

図 3.1-

の手順で倒壊

塀、コンクリ

れぞれの数量

表 3.1-1 倒

ロック塀 

木造住宅棟数

塀の割合 

危険度調査結

に基づき、こ

。 

 

           

東京における

生 

売機等の転倒

倒 

央防災会議(

布数を求め、

想定した。
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壊件数を予測

リート塀につ

量を求めた。

倒壊対象とな
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結果から、外
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直下地震の被
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倒 

(2012)に準拠

宮城県沖地

ク塀等の転倒

測する。 

ついては中央

 

なる塀の割合

石塀 

×（木造住宅

外見調査の結

分は改定耐震

被害想定に関

拠し、建物あ

地震における

倒箇所数の想
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災会議(2012)

コンクリー

036×（木造

改善が必要の

に満たしてお
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ック塀等の存

さと被害率

木造棟数と各

)） 

ート塀 

造住宅棟数） 

ない塀の比率

おり、倒壊の
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存在割合
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各塀数と
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の危険性

. 
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宮城

定した

 

④ 倒壊件

①, 
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 (2) ブ
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表

表

 

鹿児

下の地

市町

児島湾

 

       
8 童華南
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・

・

・

塀

ブロ

コンク

率 

県沖地震時

。 

件数の算出 

②で求めた

震度から童

ブロック塀等

ック塀等の転

表 3.1-3 鹿

表 3.1-4 各

島県におい

震であり、

町村別で最も多

直下の地震

           

南・山崎文雄(
7-550. 

・ブロック塀

・石塀被害率

・コンクリー

表 3.1-

の種類 

ロック塀 

石塀 

クリート塀 
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と想定された

震動強さ指標と
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率(％)＝ －1
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象となる塀の

査の結果特に
ない塀の比率
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度）とブロッ

の数と、予測

算）を用いて
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ースごとのブ

災ケースのブ
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。 

壊件数が想定

た。 
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ブロック塀等
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定されたのは

象庁震度との
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倒壊対象と
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出した。 
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番号①鹿
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表 3.1-3 鹿児島県における被災ケースごとのブロック塀等倒壊件数 

 

  
被災ケース

想定地震 ﾌﾞﾛｯｸ塀 石塀 ｺﾝｸﾘｰﾄ塀 合計 ﾌﾞﾛｯｸ塀 石塀 ｺﾝｸﾘｰﾄ塀 合計

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

97,600 21,400 22,000 370 370 80 810

97,600 21,400 22,000 160 140 30 340

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE11 ）

140,900

140,900

97,600 21,400 22,000 310 600220 70

97,600 21,400 22,000 700 1,300440 150⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ）

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ）

140,900

140,900

97,600 21,400 22,000 190 380140 40

97,600 21,400 22,000 3,500 6,8002,500 750⑧種子島東方沖

⑨トカラ列島太平洋沖

140,900

140,900

97,600 21,400 22,000 510 1,100460 110

97,600 21,400 22,000 440 940410 90
⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE11 ）

140,900

140,900

97,600 21,400 22,000 510 1,100460 110

97,600 21,400 22,000 440 940410 90
⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE5 ）

140,900

140,900

97,600 21,400 22,000 160 340140 30

97,600 21,400 22,000 370 81080370
⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE5 ）

140,900

140,900

97,600 21,400 22,000 0 - 

97,600 21,400 22,000 620 1,200130

0

400

- 

⑤熊本県南部

⑥県北部直下

140,900

140,900

97,600 21,400 22,000 2,000 3,600

97,600 21,400 22,000 400 77090

420

280

1,200

③甑島列島東方沖

④県北西部直下

140,900

140,900

倒壊件数

1,400 12,300

97,600 21,400 22,000 4,600 8,500

4,20097,600 21,400 22,000 6,700

9802,900

①鹿児島湾直下

②県西部直下

塀件数

140,900

140,900
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表 3.1-4 各市町村における最大被災ケースのブロック塀等倒壊件数 

 

  

最大被災ケース

想定地震 ﾌﾞﾛｯｸ塀 石塀 ｺﾝｸﾘｰﾄ塀 合計 ﾌﾞﾛｯｸ塀 石塀 ｺﾝｸﾘｰﾄ塀 合計

①鹿児島湾直下 22,000 4,800 4,900 31,700 5,200 3,100 1,100 9,400

⑧種子島東方沖 5,100 1,100 1,200 7,400 530 340 110 980

⑧種子島東方沖 1,600 350 360 2,300 30 30 10 70

④県北西部直下 2,000 440 450 2,900 480 290 100 880

④県北西部直下 3,500 770 800 5,100 1,200 720 260 2,200

⑧種子島東方沖 3,000 650 670 4,300 100 80 20 200

⑧種子島東方沖 2,800 620 630 4,100 450 280 100 820

①鹿児島湾直下 1,500 330 340 2,200 290 180 60 530

②県西部直下 6,100 1,300 1,400 8,800 1,200 750 260 2,200

②県西部直下 3,700 810 830 5,400 1,000 600 220 1,800

⑧種子島東方沖 3,200 710 730 4,700 280 180 60 530

⑧種子島東方沖 7,100 1,600 1,600 10,300 170 140 40 350

②県西部直下 2,100 470 480 3,100 1,700 980 360 3,000

①鹿児島湾直下 3,100 680 700 4,500 130 90 30 250

⑧種子島東方沖 2,800 620 630 4,100 520 320 110 950

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 2,300 500 510 3,300 330 200 70 600

①鹿児島湾直下 3,400 730 750 4,800 260 170 60 480

⑦南海トラフ 2,000 430 440 2,800 40 30 10 80

①鹿児島湾直下 4,400 950 980 6,300 180 130 40 340

30 10 10 50 0 0 0 0

60 10 10 90 0 0 0 0

②県西部直下 2,100 460 470 3,000 60 50 10 120

⑤熊本県南部 960 210 220 1,400 280 170 60 500

⑦南海トラフ 920 200 210 1,300 50 30 10 90

⑧種子島東方沖 1,200 270 280 1,800 150 100 30 280

⑧種子島東方沖 640 140 140 930 50 30 10 80

⑧種子島東方沖 810 180 180 1,200 60 40 10 120

⑧種子島東方沖 870 190 190 1,200 60 40 10 110

⑧種子島東方沖 1,500 330 340 2,200 180 110 40 330

⑧種子島東方沖 670 150 150 960 150 90 30 280

⑧種子島東方沖 470 100 100 670 70 50 20 140

⑨トカラ列島太平洋沖 940 200 210 1,400 80 50 20 150

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 160 30 40 230 20 10 - 40

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 200 40 50 290 20 10 - 40

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 670 150 150 970 30 20 10 60

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 450 100 100 650 70 40 20 130

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 530 120 120 760 190 110 40 350

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 710 150 160 1,000 110 70 20 200

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 320 70 70 460 50 30 10 90

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 420 90 90 600 50 30 10 100

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 480 110 110 690 20 20 - 40

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 430 90 100 620 20 10 - 30

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 360 80 80 530 20 20 - 40

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　全ての被災ケースにおいてブロック塀等の倒壊件数が「0」の場合は、最大被災ケースを空欄とした。

喜界町

徳之島町

天城町

大崎町

東串良町

錦江町

市町村名

鹿児島市

鹿屋市

枕崎市

阿久根市

宇検村

与論町

三島村

十島村

さつま町

長島町

湧水町

日置市

曽於市

霧島市

いちき串木野市

南さつま市

出水市

指宿市

西之表市

垂水市

薩摩川内市

志布志市

奄美市

南九州市

伊佐市

倒壊件数塀件数

伊仙町

和泊町

知名町

姶良市

瀬戸内町

龍郷町

南大隅町

肝付町

中種子町

南種子町

屋久島町

大和村
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2.  自動販売

想定手法 

販売機の転倒

エリアで発生

販売機台数 

販売機台数

 

対象となる自

対象となる

防止措置未対

清涼飲料水

自動販売機転

率 

動販売機の被

り設定10した

神・淡路大震

5,880 台／1

（神戸市、西

           

自動販売機工

県(2008)：埼玉

（市区町村別

＝

売機の転倒数

倒数は中央防

生するとし想

図 3

は、全国の台

自動販売機の

自動販売機の

対応率（約

メーカーへの

転倒防止対策

被害率は、阪

。 

震災時の（概

124,100 台＝

西宮市、尼崎

           

工業会(2012)：
玉県地震被害

別の自動販売

（全国自動販

（市区町

数 

防災会議(20

想定した。

3.1-2 自動

台数 5,092,7

の割合 

の割合は中央

1割※2）と設

のヒアリング

策の進捗状況

阪神・淡路大

概ね震度 6弱

＝約 20.9％

崎市、宝塚市

：平成 24 年末

害想定調査報

売機台数） 

販売機台数）

町村昼間人口
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012)に準拠し

動販売機の転

730 台9を各市

央防災会議(

設定した。

グ結果 

況を踏まえて

大震災時の（

弱以上の地域

市、芦屋市、

末時点台数.
報告書. 

×｛（市区町

）｝÷｛（全

し、阪神・淡

転倒数の想定

市区町村に次

(2012)に準拠

て設定 

（概ね震度 6

域における）被

淡路島：全数

町村夜間人口

国夜間人口）

淡路大震災時

 

フロー 

次の式で配分

拠し、屋外設

弱以上の地域

被害率 

数調査）

口）＋ 

）＋（全国昼

時の実態から震

分して求めた

設置比率（約

域における）

昼間人口）｝

震度 6 弱

た。 

 

約 6 割※1）

）転倒率

 

 



 

 (2) 自

自動

 

表

表

 

鹿児

の地震

 

 市町

児島

 

動販売機の

販売機の転倒

表 3.1-5 鹿

表 3.1-6 各

島県におい

震であり、210

町村別で最も

島湾直下の地

転倒数の想定

倒数の想定結

鹿児島県にお

各市町村にお

て最も多く

0台と想定さ

も多く自動販

地震で 200 台

 

定結果 

結果を以下の

おける被災ケ

おける最大被

自動販売機

された。 

販売機が転倒

台が転倒する
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の表に示す。

ケースごとの

被災ケースの

が転倒する

倒すると想定

ると想定され

 

の自動販売機

の自動販売機

と想定された

定されたのは

れた。 

機転倒台数 

機転倒台数 

たのは想定番

鹿児島市で

番号①鹿児島

あり、想定番

島湾直下

番号①鹿
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表 3.1-5 鹿児島県における被災ケースごとの自動販売機転倒台数 

 

  
被災ケース

想定地震

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

68,200 10

68,200 20⑩奄美群島太平洋沖（ 北部 ）

⑪奄美群島太平洋沖（ 南部 ）

68,200 - 

68,200 50⑧種子島東方沖

⑨トカラ列島太平洋沖

68,200 - 

68,200 - 
⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、津波：CASE11 ）

68,200 10

68,200 10
⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、津波：CASE5 ）

68,200 - 

68,200 - 
⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、津波：CASE5 ）

68,200 0

68,200 10⑤熊本県南部

⑥県北部直下

68,200 30

68,200 - ③甑島列島東方沖

④県北西部直下

①鹿児島湾直下

②県西部直下

自動販売機台数 自動販売機転倒数

68,200 60

68,200 210

68,200 10

68,200 10

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、津波：CASE11 ）
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表 3.1-6 各市町村における最大被災ケースの自動販売機転倒台数 

 

  
最大被災ケース

想定地震

①鹿児島湾直下 24,100 200

⑧種子島東方沖 4,200 10

960 0

④県北西部直下 950 - 

④県北西部直下 2,200 30

⑧種子島東方沖 1,800 - 

⑧種子島東方沖 690 - 

①鹿児島湾直下 690 10

②県西部直下 4,000 20

②県西部直下 2,000 20

⑦南海トラフ 1,600 - 

⑦南海トラフ 5,100 - 

②県西部直下 1,200 20

②県西部直下 1,600 - 

⑧種子島東方沖 1,300 20

⑩奄美群島太平洋沖(北部) 1,900 20

①鹿児島湾直下 1,600 - 

⑦南海トラフ 1,200 - 

⑦南海トラフ 2,800 - 

20 0

20 0

④県北西部直下 990 - 

⑤熊本県南部 440 - 

⑦南海トラフ 470 - 

⑧種子島東方沖 560 - 

⑧種子島東方沖 270 - 

⑧種子島東方沖 370 - 

⑧種子島東方沖 370 - 

⑧種子島東方沖 690 - 

⑧種子島東方沖 350 - 

⑧種子島東方沖 260 - 

⑨トカラ列島太平洋沖 540 - 

⑩奄美群島太平洋沖(北部) 70 - 

⑩奄美群島太平洋沖(北部) 80 - 

⑩奄美群島太平洋沖(北部) 410 - 

⑩奄美群島太平洋沖(北部) 230 - 

⑩奄美群島太平洋沖(北部) 330 - 

⑪奄美群島太平洋沖(南部) 510 - 

⑪奄美群島太平洋沖(南部) 280 - 

⑪奄美群島太平洋沖(南部) 270 - 

290 0

⑪奄美群島太平洋沖(南部) 280 - 

⑪奄美群島太平洋沖(南部) 220 - 

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　全ての被災ケースにおいて自動販売機転倒台数が「0」の場合は、最大被災ケースを空欄とした。

自動販売機台数 自動販売機転倒台数

龍郷町

南大隅町

肝付町

中種子町

南種子町

屋久島町

大和村

市町村名

鹿児島市

鹿屋市

枕崎市

阿久根市

与論町

三島村

十島村

さつま町

長島町

湧水町

日置市

曽於市

霧島市

いちき串木野市

南さつま市

出水市

指宿市

西之表市

垂水市

薩摩川内市

志布志市

奄美市

南九州市

伊佐市

伊仙町

和泊町

知名町

姶良市

喜界町

徳之島町

天城町

大崎町

東串良町

錦江町

宇検村

瀬戸内町



 

3.2.  屋
 (1) 想

屋外

以上の

生が想

物で落

 

 

 落下①

屋外

となる

 

 

 建物②

建物

 
 落下③

落下

東京都

       
11 東京都

屋外落下物

想定手法 

落下物の発生

地域におけ

定される建物

下物の発生

下危険性のあ

落下物を保有

建物の築年別

建築年代

～昭和45

昭和46年～

昭和56年

物改修率 

改修率には、

下率 

物の発生が想

都（1997）で

           

都(1997)：東京

物の発生する

生する建物棟

る 3階建て以

物棟数を算出

が想定される

図 3.

ある屋外落下

有する建物棟

別に設定した

表 3.

代 

5年 

～55年 

年～ 

、東京都（1

想定される建

で設定したブ

           

京における直

揺れによる全壊棟

屋外落下
（震度

屋外落

（落下率）

る建物棟数

棟数は中央防

以上の非木造

出した。また

るものとした

2-1 屋外落

下物を保有す

棟数比率は、

た。 

2-1 屋外落

 飛散物(窓

1997）で用い

建物のうち落

ロック塀の被

直下地震の被

棟数

物が想定される建
度6弱以上のエリア

落下物が生じる建物

(%)＝ －12
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防災会議(20

造建物のうち

た、揺れによ

た。 

落下物による

する建物棟数

東京都の調

落下物を保有

窓ガラス、壁

30％ 

6％ 

0％ 

いている平均

落下が生じる

被害率と同じ

被害想定に関す

建物棟数
ア内）

揺れによって
非木造建

物棟数

.6 + 0.07×

12)に準拠し

ち、落下危険

よって全壊す

る被害の想定

数比率 

調査結果（東

有する建物棟

壁面等) 

均改修率 87％

る建物の割合

じ式を用いた

する調査報告

3階以上

①落下危
物を保有

（1-②建物

て全壊しない
建物数

震度分布

③落下率

×（地表最大

し、全壊する建

険物を有する建

する建物につ

定フロー 

東京都（1997

棟数比率 

非飛散

％を用いた。

合（落下率）

た。 

告書（被害想定

上建物比率

危険性のある屋外
有する建物棟数比

改修率）

布

率

大加速度）(g

建物および震

建物から落下

ついては、すべ

 

7））11をもと

散物(吊り看板

17％ 

8％ 

3％ 

 

には、 

定手法編）. 

外落下
比率

gal) 

震度６弱

下物の発

べての建

に、対象

板等) 



 

 (2) 屋

屋外

 

表

表

 

鹿児

直下の

市町

定番号

屋外落下が発

落下物が発生

表 3.2-2 鹿

表 3.2-3 各

島県におい

地震であり、

町村別で最も多

号②県西部直下

生する建物棟

生する建物棟

鹿児島県にお

各市町村にお

て最も多く

、4,700 棟と

多く屋外落下

下の地震で

棟数の想定結

棟数の想定結

ける被災ケー

ける最大被災

屋外落下物

と想定された

下物が生じる

4,400 棟と想
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結果 

結果を以下の

ースごとの屋

災ケースの屋

が生じる建物

た。 

る建物棟数が

想定された。

の表に示す。

屋外落下物が

屋外落下物が

物棟数が想定

が想定された

 

 

が生じる建物

が生じる建物

定されたのは

たのはいちき

物棟数 

物棟数 

は想定番号②

き串木野市で

②県西部

であり、想
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表 3.2-2 鹿児島県における被災ケースごとの屋外落下物が生じる建物棟数 

 

  
被災ケース

想定地震

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。

         また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

50 10

- - 

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE11 ）

30 - 

1,300 650⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ）

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ）

10 - 

1,300 300⑧種子島東方沖

⑨トカラ列島太平洋沖

190 20

60 10
⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE11 ）

190 20

60 10
⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE5 ）

- - 

50 10
⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE5 ）

0 0

480 110⑤熊本県南部

⑥県北部直下

1,700 520

80 - ③甑島列島東方沖

④県北西部直下

屋外落下物が想定される
建物棟数

屋外落下物が生じる
建物棟数

①鹿児島湾直下

②県西部直下 7,300 4,700

1,800 340
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表 3.2-3 各市町村における最大被災ケースの屋外落下物が生じる建物棟数 

 

 

  

最大被災ケース

想定地震

①鹿児島湾直下 1,700 330

⑧種子島東方沖 20 - 

0 0

④県北西部直下 180 20

④県北西部直下 1,500 490

⑧種子島東方沖 - - 

⑧種子島東方沖 100 10

①鹿児島湾直下 100 20

②県西部直下 600 100

②県西部直下 900 210

⑦南海トラフ 100 10

⑦南海トラフ - - 

②県西部直下 5,800 4,400

0 0

⑧種子島東方沖 760 200

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 110 20

①鹿児島湾直下 - - 

⑦南海トラフ 10 - 

⑦南海トラフ - - 

0 0

0 0

⑦南海トラフ - - 

⑤熊本県南部 460 110

⑦南海トラフ 10 - 

⑧種子島東方沖 30 - 

⑧種子島東方沖 - - 

⑧種子島東方沖 10 - 

⑧種子島東方沖 - - 

⑧種子島東方沖 10 - 

⑧種子島東方沖 220 60

⑧種子島東方沖 50 10

⑨トカラ列島太平洋沖 10 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） - - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） - - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） - - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 10 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 1,200 620

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 20 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 10 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） - - 

0 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） - - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） - - 

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　全ての被災ケースにおいて屋外落下物が生じる建物棟数が「0」の場合は、最大被災ケースを空欄とした。

屋外落下物が想定される
建物棟数

屋外落下物が生じる
建物棟数

市町村名

南種子町

屋久島町

大和村

鹿児島市

鹿屋市

枕崎市

阿久根市

志布志市

奄美市

南九州市

伊佐市

宇検村

瀬戸内町

与論町

三島村

十島村

さつま町

長島町

湧水町

日置市

曽於市

霧島市

いちき串木野市

南さつま市

出水市

指宿市

西之表市

垂水市

薩摩川内市

伊仙町

和泊町

知名町

姶良市

喜界町

徳之島町

天城町

大崎町

東串良町

錦江町

龍郷町

南大隅町

肝付町

中種子町



 

4.  人的

4.1.  
 (1) 建

建物

ら想定

 建物a）

 

 負傷b）

 

的被害想定

人的被害想

建物倒壊によ

倒壊による死

定した。 

物倒壊による

傷者数 

（死者数）
（木造 死

＝tw×
（非木造 

＝tn×
 
（木造建物

＝（発
（非木造建

＝（発

tw
Pw0
Bw

定 

想定手法 

る死傷者数 

死傷者数は中

る死者数 

図 4.

図 4.1

＝（木造 
死者数） 
×（市町村別

死者数） 
×（市町村別

物内滞留率）
発生時刻の木
建物内滞留率
発生時刻の非

＝0.0676  

0：夜間人口
：建物棟数

中央防災会議

1-1 建物倒

1-2 建物倒

死者数）+

別の揺れによ

別の揺れによ

 
木造建物内滞
率） 
非木造建物内

tn＝0.0084
（木造）  
（木造） 
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議(2012)に準

倒壊による死

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倒壊による負

（非木造 死

よる木造全壊

よる非木造全

滞留人口）÷

内滞留人口）

40×（Pn0／
Pn0：夜間

 Bn：建物棟

準拠し、揺れ

死者数の想定

負傷者数の想

死者数） 

棟数）×（木

壊棟数）×

÷（朝5時の木

÷（朝5時の

Bn)÷（Pw0／
人口（非木造
棟数（非木造

れによる建物被

定フロー 

定フロー

木造建物内滞

（非木造建物

木造建物内滞

の非木造建物

／Bw) 
造） 
造） 

被害と人口デ

 

滞留率） 

物内滞留率）

滞留人口） 

物内滞留人口

データか

 

 

口） 

 



 

 

 

 

 重傷c）

重傷

 

傷者数（負傷

者数は b）で

（木造建物に
＝0.1

（非木造建物
＝0.1

 
（木造建物内

＝（発
（非木造建物

＝（発
 

（建物1棟当
＝（木

（建物1棟当
＝（非

（木造建物に
＝0.1

（非木造建物
＝0.1

 
（木造建物内

＝（発
（非木造建物

＝（発

（建物1棟当
＝（木

（建物1棟当
＝（非

傷者数の内数

で求めた負傷

図 4.1

における負傷
77×（揺れに

物における負
77×（揺れに

内滞留率）α
発生時刻の木
物内滞留率）
発生時刻の非

たり滞留人
木造建物１棟
たり滞留人
非木造建物１

における重傷
00×（揺れに

物における重
00×（揺れに

内滞留率）α
発生時刻の木
物内滞留率）
発生時刻の非

たり滞留人口
木造建物１棟
たり滞留人口
非木造建物１

数） 

傷者数の内数

1-3 建物倒

傷者数） 
による木造全

負傷者数）
による非木造

αw 
木造建物内滞
αn 

非木造建物内

口の全建物に
棟あたりの滞
口の全建物に
棟あたりの

傷者数） 
による木造全

重傷者数）
による非木造

αw 
木造建物内滞
αn 

非木造建物内

口の全建物に
棟あたりの滞
口の全建物に
棟あたりの
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数である。

倒壊による重

 

全半壊棟数）

造全半壊棟数

滞留人口）÷

内滞留人口）

に対する木造
滞留人口）／
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ここ

斜面崩壊によ

崩壊による死

建物被害と人

津波による死

による死傷数

浸水域におい

津波に巻き込
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否、③津波

、揺れによ
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＝

 

る死傷者数 

死傷者数は中
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傷者数 
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まれたもの
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図 4
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3-32 

議(2012)に準

た。 

2)に準拠し想

間（浸水深 3

込まれ地点で

難の有無、避

死者発生度合
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波による死傷
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30cm 以上）

での浸水深を

避難開始時期

合の 3 つに分

は津波から避

傷者数の想定

0.7×（木造

÷（木造建

れにより引き

までに避難

もとに死亡

期）、②津波到

分けて設定す

避難できない

フロー

建物内滞留者

物内滞留人口

起こされた斜

難が完了でき

か負傷かを判

到達時間まで

する。 

いものとする

者人口比率）

口の24時間平

斜面崩壊

 

なかった

判定する。

での避難

る。 

） 

平均）

 



 

津波に

 

 避難①

避難

の調査

海道南

ターン

 

（ア）

（イ）

（ウ）

（エ）

 

 避難②

避難

避難未

 

1)要避難

最大

2)避難先

各要

水深 1c

3)避難距

メッ

4)避難完

各要

と設定

難者で

から避

5)避難成

各要

避難先

       
12 国土交

 

による死傷者

難行動の違い

難の有無、避難

結果(「津波

西沖地震、

に設定した。

表 4

 早期避難者

 早期避難者

 早期避難者

 全員が発災

難未完了率 

難未完了率は発

完了率は中央

難メッシュの

津波浸水深

先メッシュの

避難メッシ

cm 到達時間

距離の算定 

シュ中心間

完了所要時間

避難メッシ

定)で割って避

発災 5 分後

避難するもの

成否の判定 

避難メッシ

メッシュま

           

交通省(2012)

者数は、次の方

い(避難の有

難行動の開始

波避難等に関

日本海中部地

。 

.1-1 避難の

 

者比率が低い場合

者比率が高い場合

者比率が高い場合

災後すぐに避難を

発災時の所在

央防災会議(

の特定 

が 30cm 以上

の設定 

ュ（避難元メ

が長い、津波

の直線距離の

間の算定 

ュについて、

避難完了所要

、用事後避難

とする。 

ュについて、

での避難完了

           

：津波避難を

方法で想定

無、避難開始

始時期は中央

する調査結果

地震)の避難

の有無、避難

合 

合 

合(避難呼びかけ

を開始した場合

在地から安全

(2012)に準拠

上となる要避

メッシュ）か

波浸水深 30c

の 1.5 倍を避

、避難距離を

要時間を算出

難者で 15 分

、避難先メッ

了所要時間を

を想定した避

3-33 

した。 

始時期) 

央防災会議(2

果」(内閣府

難の状況を踏

難開始時期の

すぐに

(直接

2

7

け) 7

1

全な場所まで

拠し以下の考

避難メッシュ

から最短距離

cm 未満の避

避難距離とす

を避難速度(

出する。なお

分後とし、切

ッシュの隣接

を比較し、避

避難路、避難施

2012)に準拠

府・消防庁・気

踏まえ、次表

の設定（中央

避

避難す

に避難する 

接避難) 

避

20% 

70% 

70% 

00% 

で避難完了で

考え方で算出

を特定する。

離にあり、か

避難先メッシ

する（東日本

東日本大震災

お、避難開始

切迫避難者は

接メッシュに

避難行動者別

施設の配置及

拠し、東日本

気象庁))及び

（ア）～（エ

央防災会議(2

避難行動別の比率

る 

避難するがすぐ

は避難しない

(用事後避難)

50% 

20% 

30% 

0% 

できない人の

出した。 

。 

かつ避難元メ

ュを特定する

本大震災の実

災の実績から

時間は、昼

は当該メッシ

における浸水

別に避難成否

及び避難誘導

大震災の被災

び過去の津波

エ）のよう

2012)） 

率 

切迫避

あるい

避難し

ぐに 

い 

 

30%

10%

0%

0%

の割合のこと

ッシュより

る。 

実績12）。 

ら平均時速 2

間発災時は、

ュに津波が到

水深 30cm 到達

否を判定する

について. 

災地域で

波被害(北

な避難パ

避難 

いは 

ない 

% 

% 

% 

% 

とである。

も津波浸

2.65km/h

、直接避

到達して

達時間と

る。



 

 

 浸水③

浸水

率曲線

下図（

存と想

しない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【負傷者

負傷

参考に

おける

軽傷者

危険側

図 4.1-5 

深別死者率 

深別死者率

（浸水深 30

中央防災会議

定される人）

ものとした。

者の内訳】 

者の重傷：軽

し、重傷者数

人的被害の

数＝458 人：

をみるため、

死
者
率(

%)

要避難メッ

は、各要避難

0 ㎝以上で死

議(2012)）を

）は負傷者

。 

軽傷の割合に

数：軽傷者数

内訳(2012 年

：3,464 人＝

、北海道南西

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

死
者
率(

%)

ッシュと避難

難メッシュに

死者発生、浸

を用いて死亡

としたが、浸

図 4.1

については、

数＝49 人：9

年 3月 11 日現

12：88 である

西沖地震の際

1

津

3-34 

難元メッシュ

 

における、避

浸水深１ｍで

亡者数を算出

浸水深 30 ㎝

 

1-6 浸水深

北海道南西

94 人＝34：

現在、消防庁

るが、津波以

際の重傷：軽

2

津波浸水深（ｍ）

津波による死亡

ュ、避難先メ

避難未完了者

で全員死亡と

出した。避難

㎝未満の避難

深別死者率 

西沖地震にお

66 として配

庁発表)では、

以外の要因も

軽傷の比率を

3

亡率

メッシュ、隣

者（避難失敗

いう正規分布

難未完了者の

難未完了者は巻

おける奥尻町

配分した。な

、沿岸市町村

含まれる可能

を用いた。 

 

隣接メッシュ

敗者）に関し

布の累積分布

うち死亡者

巻き込まれ

町の人的被害

お、東日本大

村における重

能性がある

4

ュ 

て、死亡

布関数：

以外（生

ても負傷

の事例を

大震災に

重傷者数：

ことと、

 



 

 その④

 

【夜間に

東北

難が遅

ついて

避難速

間に発

(3.08 ㎞

1994 年

去の地

析をし

徒歩避

夜の場

通しの

ただし

時間と

 

【高層階

 襲来

とが

 最大

 

 

【津波避

 浸水

逃げ

慮し

 現実

避難

のう

た。

 津波

 津波

ける

 今回

的な

 まず

他考慮事項 

における避難

地方太平洋沖

遅れることが想

」(国土交通

度は 2.65 ㎞

生した 1993

㎞/h)[「1993

年 3 月)]であ

震災害にお

たところ、東

避難した人)に

場合には、避難

悪い夜間、

、切迫避難者

した。 

階滞留者の考

来する津波の

ができる場合

大浸水深別の

避難ビルの考

水域内に津波

げ込むことで

したケースを

実的には、避

難ビルを使用

うち、避難が

 

波避難ビルは

波避難ビル 1

る全国の避難

回はマクロ的

な配置や属性

ず、浸水域内

難開始の遅れ

沖地震は昼間

想定される。

通省、平成 2

㎞/h であり、

3 年北海道南

3年北海道南

あり、東日本

ける犠牲者は

東日本大震災

に対して、北

難開始は昼間

夕方の場合に

者については

考慮】 

の最大浸水深

合を考慮した

の避難対象者

表 4.1

最大

30cm以

6m以上

15m以

30m以

考慮】 

波避難ビルが

で助かること

を検討した。

避難までに時

用するケース

が間に合わな

は平成 25 年

1 棟当たり収

難ビルの平均

的な想定であ

性、周辺環境

内の津波避難

れ、避難速度

間の発生(14

。「津波避難

4 年 4 月)に

これまでの

南西沖地震(

南西沖地震の

本大震災のほ

は 60 歳以上

災の 2.59 ㎞

北海道南西沖

間に比べてさ

には、避難速

は、夜間、夕

深に応じてそ

た。 

者を次のよう

1-2 最大浸

大浸水深 

以上6m未満

上15m未満

以上30m未満

以上の場合

が整備されて

とができる。

 

時間的猶予が

スが考えられ

ないような人

6月末現在ま

収容人数が不

均収容可能人

あることから

境等を考慮し

難ビルにおけ

3-35 

度低下の考慮

4 時 46 分発生

難を想定した

によると、東

の目安(3.60 ㎞

(22 時 22 分

の総合調査研

ほうが避難速

上の高齢者の

㎞/h(ただし、

沖地震では 2

さらに 5分準

速度も昼間の

夕方も昼間と

それよりも高

に設定した

浸水深と高層

1

1

1

ているところ

ここでは、

があり浸水域

れる。しかし

人から優先的

までのものを

不明のものに

人数 558 人/棟

ら、各地の津

して詳細に分

ける収容可能

】 

生)であった

た避難路、避

東日本大震災

㎞/h)よりも

分発生)では

研究報告」(東

速度は遅い。

占める割合

津波到達前

.09 ㎞/h で

準備に時間が

の 80％(2.0

と同様、津波

高い高層階の

。 

建物内の避

避難対象

1、2階滞留者

1～5階滞留者

～10階滞留

全員避

ろでは、浸水

津波避難ビ

域外まで水平

し、ここでは

的に津波避難

を対象とした

については、

棟を使用した

津波避難ビル

分析する必要

能人数を設定

たが、夜間発

難施設の配置

災の沿岸被災

も低い値とな

平均的な避難

東京都立大学都

ただし、東

が高く、60 歳

前に避難を開

であった。こ

がかかると仮

9/2.59)に低

波浸水深 1㎝到

滞留者は避難

難対象者 

象者 

者が避難 

者が避難 

者が避難 

避難 

域内にいる人

ルによる人

平避難できる人

避難を要す

難ビルへの収容

た。 

平成 25 年度

た。 

の効果測定

がある。 

した。 

災の場合に

置および避難

地における徒

なっている。

難速度は 51

学都市研究セ

日本大震災

歳以上に限定

開始した人で

こでは、就寝

仮定するとと

低下すると仮

到達時間を避

難せずにと

人は津波避難

的被害軽減効

人でも、近

る浸水予想

容を考える

度 3 月 31 日現

では、各ビル

はより避

難誘導に

徒歩での

一方、夜

1.3ｍ/分

ンター、

を含め過

定した分

、一人で

寝中の深

もに、見

仮定した。

避難開始

どまるこ

難ビルに

効果を考

くの津波

区域の人

こととし

現在にお

ルの具体



 

避

 ただ

難可

避

ここ

避難

周辺

歩行

とし

 求め

避難

的被

 

【揺れに

 浸水

よる

 浸水

によ

壊に

し、

 

【年齢構

 東日

の避

比べ

波に

 各市

市町

町村

 

【夏期の

 浸水

口)

定に

 海水

位利

市

避難可能人数

だし､津波到達

可能人数は次

避難可能人数

こで、 

難距離(m)＝

辺人口密度(人

行速度は東日

した。 

めた(A)と(B)

難ビル考慮前

被害が軽減さ

による建物倒

水域内におけ

る死者として

水域内におけ

よる死者とし

により閉じ込

一定時間を

構成を考慮し

日本大震災に

避難率が高い

べて高い。こ

に巻き込まれ

市町村におけ

町村別の年齢

村別死傷者数

の海水浴の考

水域内に海水

と比較して

において、海

水浴場ごとの

利用者数の 1

市町村別の人

＝Σ(年齢

＝15歳未満

＋75歳

数＝津波避難

達時間が短い

次のように求

数＝｛π×(避

｛歩行速度

人/㎡)＝津波

日本大震災の

)を比較して

前の津波によ

されるものと

倒壊に伴う死

ける揺れによ

てカウントし

ける揺れによ

してカウント

込められた状

を経過すると

した死傷者数

における岩手

い傾向がある

ここでは、年

れる可能性が

ける年齢構成

齢区分比率を

数に掛け合わ

考慮】 

水浴場等が存

も無視できな

海水浴客を想

の海水浴入り

100%がいると

人的被害補正

区分別比率

満人口比率×

歳以上人口比

難ビルの避難

い場合には、

求めた。 

避難距離 m)2

(m/分)×避難

波浸水区域人

の実態に基づ

て少ない方を

よる人的被害

とした。 

死者及び自力

よる建物倒壊

し、津波によ

よる建物倒壊

トするものと

状態で浸水す

と生存率が低

数の算定】 

手、宮城、福

るが、65 歳以

年齢構成が東

がより高いも

成を考慮した

をもとにして

わせた。 

存在するとこ

ない人数の海

想定する必要

込み数をも

と仮定し、海

正係数 

×年齢区分別

×0.34＋15～

比率×2.81
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難場所の収容

、避難ビルに

2｝×周辺人

難時間(分)｝

人口(人)÷津

づき昼間 2.6

を最終的な津

害数に対して

力脱出困難者

壊および、斜

よる人的被害

壊に伴う自力

した(近隣住

する可能性が

低下すること

福島の被災地

以上及び 75

東日本大震災

ものとした。

た人的被害を

て、次式によ

ころでは、夏期

海水浴客が存

要がある。 

もとに、7・8

海水浴客の分

別重み係数)

～64歳人口比

容可能人数 ・

に逃げ込めな

人口密度(人/

÷1.5 

津波浸水面積

5 ㎞/h(44.2

津波避難ビル

て、津波避難

の考慮】 

斜面崩壊に伴

害からは除い

力脱出困難者

住民等による

があるととも

を考慮)。

地域では、生

歳以上の方

災の被災地の

 

推定するた

より人的被害

期のピーク時

存在すること

月中に海水

分だけ津波浸

 

比率×0.62＋

・・(A) 

ない可能性が

㎡) ×0.5・

積(㎡) 

2m/分)、そし

への避難可能

難ビルへの避難

う死者につ

た。 

(うち生存者

る救助活動が

に、浸水地域

存者におい

方は結果とし

状況よりも

め、平成 22 年

補正係数を算

時には住民数

とから、津波

水浴客が集中

浸水域内人口

65歳～74歳人

があり、その場

・・(B) 

して夜間はそ

能人数とした

難可能人数分

いては、建物

者)について

が行われずに

域の救助活動

ては高齢者

て死者率が他

高齢化してい

年国勢調査

算出し、算

数(夜間人口

による人的被

し、昼間に

を増加させ

人口比率×1

場合の避

その 80％

た。津波

分だけ人

物倒壊に

は、津波

に、建物倒

動が難航

ほど直後

他年齢に

いれば津

に基づく

出した市

 

・昼間人

被害の算

は一日単

た。

1.79 



 

【堤防の

 

■被害

 堤防

区間

 

■「堤

 震度

られ

 ここ

水門

 ただ

算は

 この

 

 

 

 (4) 地

地震

定した

炎上

倒壊

救出

延焼

 死者a）

 炎上①

（炎

 

※係

の機能不全に

想定におけ

防は地震動に

間が破堤する

防が被災した

度６弱以上の

れる。 

こでは、震度

門等の機能支

だし、地震動

は実施してい

のため、全体

地震火災によ

震火災による死

。なお、地震

 

死者発生

上出火家屋か

壊後に焼失し

出困難者（生

焼拡大時の逃

者数 

上出火家屋か

炎上出火家屋

係数0.046は、

ここで、（屋内

による被害の

る基本的な考

に対しては正

る、という条

た場合の被害

の地域では、

度６弱以上の

支障が発生す

動による被災

いない。 

体が被災した

る死傷者数 

死傷者数は中

震火災による

表 4.1-3

シナリオ 

からの逃げ遅

した家屋内の 

生き埋め等） 

逃げまどい 

からの逃げ遅

屋内から逃げ

平成17年～2

内滞留人口比率

の増分につい

考え方 

正常に機能し

条件を基本と

害の増分」の

堤防に亀裂

のエリアは 1

すると仮定し

災箇所の想定

た場合との按

中央防災会議

死傷者数は下

3 死者発生

れ 
出火直

出火直

延焼中

延焼中

遅れ 

げ遅れた死者

2年の5年間の

率）＝（発生時
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いて】 

し、津波に対

して被害想

の考え方 

裂が発生する

/2、震度６

して「堤防の

定が難しいこ

按分で算出し

議(2012)に準

下表に示す

生シナリオ（

直後：突然の

（揺れによ

直後：揺れに

た後に出

中：揺れによ

後に延焼が

中：建物内に

惑っている

する人 

者数）＝0.04

全国における

時刻の屋内滞

対しては津波

想定を実施し

などし十分

弱のエリアは

機能不全」
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中央防災会
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出火により逃

る建物倒壊を

よる建物被害
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閉じ込められ
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46×出火件数

1建物出火（放
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が堤防を乗

た。 

な機能を発揮

は 1/3 の割合

の場合の被害

別箇所が被災

した。 

火件数と屋内滞

発生シナリオ

議(2012)） 

考 

逃げ遅れた人

を伴わない人

害で建物内に

げられない人 

で建物内に閉

げられない人 

れていない人

が拡大し、巻き

数×（屋内滞

放火を除く）当

屋内滞留人口

り越えた場合

揮しない場合

合で堤防等

害を実施した

災した場合

滞留人口比率

オに基づき想

人 

人） 

に閉じ込めら

閉じ込められ

人が、避難に

き込まれて焼

滞留人口比率

当たりの死者数

の24時間平均

合にその

合が考え

の損壊や

た。 

の浸水計

率から想

想定した。 

られ

れた

に戸
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率） 

数 
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 延焼③

諸井

式より

した。

 負傷b）

 炎上①

 

 延焼②

       
13 諸井孝

地震工

（閉

こ

（出
（出

こ

（延
（延
 

（

壊後に焼失し

焼拡大時の逃

井・武村（200

想定した。な

 

傷者数 

上出火家屋か

焼拡大時の逃

           

孝文・武村雅

工学会論文集

閉込めによる
＝（倒壊

ここで、 
（倒壊かつ焼

＝（1－
（倒壊かつ焼

＝（建物

（火災死者数

出火直後の火
出火直後の火
ここで、 
（屋内滞留人

延焼火災によ
延焼火災によ

ここで、焼

（注）炎上家屋内

した家屋内の

逃げまどい 

04）13による

なお、この推

図

からの逃げ遅

逃げまどい 

           

雅之(2004)：「
 第4巻, 第4

る死者数） 
かつ焼失家屋

焼失家屋内の
早期救出可能
焼失家屋内の
物倒壊による

数）＝（全壊

火災による重
火災による軽

人口比率）＝

よる重傷者数
よる軽傷者数

失人口＝（市

内における死者数

の救出困難者

る関東大震災

推定式の全潰

図 4.1-7 火

遅れ 

関東地震（1
4号. 

屋内の救出困

の救出困難な
能な割合（0
の要救助者数
る自力脱出困

壊死者数）×

重傷者数）＝
軽傷者数）＝

＝（発生時刻

数）＝0.0053
数）＝0.0136

市区町村別焼

数及び延焼家屋
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災における「
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火災による死
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（倒壊かつ焼

（倒壊かつ
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火件数×（屋
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傾向 
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焼失家屋内の
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の市区町村別
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のように変形

 

死者数の推定

387）） 

の要救助者数

／倒壊建物数

口比率） 

口比率） 

口の24時間平

別滞留人口）

去を行うものと
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定」日本

数） 

数） 

平均）

 

とする。
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表 4.1-

死者率

0.001
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口密度・発生
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図 4.1-8 ブ

-4 死傷者率

率 

16 
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る死傷者数

死傷者数は中

死傷者数と

生時刻の状況

死傷者数の算

ブロック塀等

率（＝倒壊 1

）×（市区町
村別時刻別移動
町村別屋外人
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中央防災会議

の関係から設

況を考慮して

算定フローと

等の倒壊によ

1件当たり死

負傷者率

0.04 

町村別のブロ
動者数）／
口密度）／

議(2012)に準

設定した死傷

て想定した。

と算定式を以

よる死傷者数

死傷者数）（中

ック塀等被害
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1689.16※（

※ 宮城
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以下に示す。
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中央防災会議
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18時移動者数
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城県沖地震時の仙
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ロー 
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傷者率 
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数） 

仙台市の屋外人
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人口密度
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外落下
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震

震
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震
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＝
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落下物によ
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を用いる。 

落下物によ

4.1-5 屋外
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度 5 強 
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よる死傷者数
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る死傷者数の

図 4.1-9 ブ

外落下物によ

防審議会・東京

17 年）における

７を計測震度 6.
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町村別建物棟数
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数 
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落下による死

の算定フロー
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よる死傷者率

死者率

0.00

0.00

0.00

0.000

消防庁「地震時
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5 相当、震度 6

区町村別の落
数）×（市区
人口密度）／
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沖地震（1978

死傷者率か

ーと算定式を

等の倒壊によ

 

 

 

率（＝死傷者

0504% 

0388% 

0239% 

0604% 

0% 

0% 

時における人口密

壁面落下）と屋

強以下を各震度

落下危険性の
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／ 1689.16※
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ら死傷者数
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よる死傷者数
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負傷者数

1.

1.

0.7

0.08

密集地域の災害

外ガラス被害に

度階の計測震度の

ある落下物を
別移動者数）
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※ 宮城

下物による被

を想定する中
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数の算定フロ
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0% 

危険要因の解明
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中央防災会議
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屋内
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なお
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屋内収容物の

収容物移動

震度分布や人

、屋内転倒物

、屋内落下物

 

内収容物の移

者数 

 

表

震度 7 

震度 6強 

震度 6弱 

震度 5強 

震度 5弱 

（ここで木造

移動・転倒

・転倒（屋内

人口データ、

物による死者

物による負傷

移動・転倒

図 4.

表 4.1-6 屋

 
木造

0

大破率＝木造全

 

（屋内転倒物

内転倒物）、

、転倒防止措
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傷者数につい

（屋内転倒物

1-10 屋内転

屋内転倒物に

大破の場

造建物 

0.314% 
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0.113% 

0.0235% 

0.00264% 

全壊率×0.7、非
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物）、屋内落

屋内落下物

措置の実施状

による建物被

いても揺れに

物）による死

転倒物による

 

 

 

による死者率

場合 

非木造建物

1.

1.

0.7

0.08

非木造大破率＝非

落下物による

物による死傷

状況に応じた

被害の内数と

による建物被

死傷者数 

る死者数算定

率（中央防災

物 木

69% 

21% 

700% 

893% 

0% 

非木造全壊率）

死傷者数 

者数は中央
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被害の内数と

定フロー 
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中破以

木造建物 
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)） 
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0.00

0.000
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た。 

する。 
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震度 6弱 

震度 5強 
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図 4.

表 4.1-7 屋

負傷

 

1-11 屋内転

屋内転倒物に

大破の場

傷者率 

3.69% 

3.00% 
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0.276% 
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転倒物による

 

 

 

による負傷者
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重傷者率

0.9

0.8

0.3

る負傷者算定

者率（中央防
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0% 
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0

0
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図 4.

表 4.1-8 屋

木造建物
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0.0

0.0

0.0
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大破率＝木造全

 

数 

1-12 屋内落

屋内落下物に

大破の場合

物 非

776% 

542% 

249% 

117% 

586% 

全壊率×0.7、非
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落下物による

 

 

による死者率

 

非木造建物 

0.0476%

0.0351%

0.0198%

0%

0%

非木造大破率＝非

る死傷者算定

率（中央防災

木造建
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0.0

0.0

0.0

非木造全壊率）

定フロー 

災会議(2012)

中破以下の

建物 

00270% 

00188% 

000865% 

000407% 
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)） 

の場合 

非木造建物

0.00016
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0.000068

0.000040

0.000022

 

物 

64% 

21% 

82% 

04% 
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震

震

震
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屋内
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傷者数 
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震度 7 
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震度 5 弱 

内ガラス被害
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のとした。 

表

震

震度

震度

震度

震度

図 4.

表 4.1-9 屋

負傷者率

1

1

0.

0.

0.

害 

様、屋内ガラ

表 4.1-10 屋

 

度 7 

度 6 強 

度 6弱 

度 5強 

度 5弱 

 

1-13 屋内落

屋内落下物に

大破の場合

率 重

.76% 

.23% 

566% 

266% 

133% 

ラス被害によ

屋内落下物に

死者率 

0.000299%

0.000259%

0.000180%

0.000101%

0.0000216%
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落下物による

 

 

 

による負傷者

 

重傷者率 

0.194%
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よる揺れによ

による負傷者

負傷
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 0.0

る負傷者算定
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0

0

0
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0490% 

0340% 
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定フロー 
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中破以下の

者率 

0.0613% 

0.0428% 
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00926% 
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害に伴う死傷者
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重傷者率
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0.00691
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0.000576

 

2)） 
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重傷者率 
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75% 
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18% 
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4.2.  人的被害想定結果 

被害想定条件「最大風速」、「早期避難率低」の場合の人的被害の想定結果を以下の表に示す。 

 

表 4.2-1 鹿児島県における被災ケースごとの死者数【最大風速、早期避難率低】  

表 4.2-2 各市町村における最大被災ケースの死者数【最大風速、早期避難率低】  

表 4.2-3 鹿児島県における被災ケースごとの負傷者数【最大風速、早期避難率低】 

表 4.2-4 各市町村における最大被災ケースの負傷者数【最大風速、早期避難率低】  

表 4.2-5 鹿児島県における被災ケースごとの重傷者数【最大風速、早期避難率低】 

表 4.2-6 各市町村における最大被災ケースの重傷者数【最大風速、早期避難率低】  

 

鹿児島県において最も多く死者数が想定されたのは想定番号⑦南海トラフ（地震動：基本、東

側、西側、陸側ケース、津波：CASE11、夏 12 時）の巨大地震であり、2,000 人と想定された。 

市町村別で最も多く死者数が想定されたのは志布志市であり、想定番号⑦南海トラフ（夏 12

時）の巨大地震で 680 人と想定された。 
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想定地震等 季節・時刻

冬深夜 210 20 30 10 - - 250 10

夏12時 250 10 10 10 - - 270 10

冬18時 230 10 20 10 10 - 260 10

冬深夜 490 20 10 - 40 - 540 - 

夏12時 220 10 - 10 30 - 260 - 

冬18時 360 20 10 - 70 - 440 - 

冬深夜 - - - 440 - - 440 - 

夏12時 - - - 480 - - 490 0

冬18時 - - - 410 - - 410 - 

冬深夜 120 10 - - - 120

夏12時 50 - - - - 50

冬18時 90 - - - - 90

冬深夜 30 - - 10 - - 50 10

夏12時 10 - - 10 - - 30 10

冬18時 20 - - 10 - - 30 10

冬深夜 0 0 - - 0 - 

夏12時 0 0 - - - - 

冬18時 0 0 - - - - 

冬深夜 - - - 1,100 - - 1,100 0

夏12時 - - - 1,500 - - 1,500 0

冬18時 - - - 1,400 - - 1,400 0

冬深夜 - - - 1,100 - - 1,100 0

夏12時 - - - 1,500 - - 1,500 0

冬18時 - - - 1,400 - - 1,400 0

冬深夜 - - 10 1,100 - - 1,100 10

夏12時 - - - 1,500 - - 1,500 10

冬18時 - - - 1,400 - - 1,400 10

冬深夜 10 - 10 1,100 - - 1,100 10

夏12時 10 - - 1,500 - - 1,500 10

冬18時 10 - - 1,400 - - 1,400 10

冬深夜 - - - 1,500 - - 1,500 0

夏12時 - - - 2,000 - - 2,000 0

冬18時 - - - 1,900 - - 1,900 0

冬深夜 - - - 1,500 - - 1,500 0

夏12時 - - - 2,000 - - 2,000 0

冬18時 - - - 1,900 - - 1,900 0

冬深夜 - - 10 1,500 - - 1,500 10

夏12時 - - - 2,000 - - 2,000 10

冬18時 - - - 1,900 - - 1,900 10

冬深夜 10 - 10 1,500 - - 1,600 10

夏12時 10 - - 2,000 - - 2,000 10

冬18時 10 - - 1,900 - - 1,900 10

冬深夜 90 - 10 90 - - 190 20

夏12時 40 - - 120 - - 160 50

冬18時 70 - 10 110 - - 180 30

冬深夜 - - - 140 - - 140 - 

夏12時 - - - 210 - - 210 - 

冬18時 - - - 160 - - 160 - 

冬深夜 90 - 10 400 10 - 500 - 

夏12時 40 - - 410 - - 450 - 

冬18時 70 - - 400 10 - 490 - 

冬深夜 - - - 470 - - 470 - 

夏12時 - - - 580 - - 580 - 

冬18時 - - - 550 - - 550 - 

冬深夜 150 150

夏12時 820 820

冬18時 140 140

冬深夜 790 790

夏12時 1,100 1,100

冬18時 800 800
（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

（参考）
堤防の機能

不全によ

る増分

(うち屋内収

容物移動・転

倒(屋内転倒

物)、屋内落

下物)

津波 火災斜面崩壊

ブロック塀・
自動販売機

等の転倒、

屋外落下物

合計

①鹿児島湾直下

被災ケース

建物倒壊

②県西部直下

③甑島列島東方沖

④県北西部直下

⑤熊本県南部

⑥県北部直下

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE11 ）

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ）

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ）

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ）

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE11 ）

⑧種子島東方沖

⑨トカラ列島太平洋沖

表 4.2-1 鹿児島県における被災ケースごとの死者数【最大風速、早期避難率低】 
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想定地震等 季節・時刻

①鹿児島湾直下 夏12時 240 10 10 10 - - 260 10

⑧種子島東方沖 夏12時 10 - - - - - 10 0

⑨トカラ列島太平洋沖 夏12時 0 0 0 - - 0 - 0

⑨トカラ列島太平洋沖 夏12時 0 0 0 50 0 0 50 0

④県北西部直下 冬深夜 100 - - - - 100

⑦南海トラフ 冬18時 0 0 - 20 - - 20 0

⑦南海トラフ 夏12時 0 0 0 100 - 0 100 0

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ） 冬深夜 520 520

③甑島列島東方沖 冬深夜 - - - 390 - - 390 0

②県西部直下 冬深夜 60 - - 0 - - 60 0

⑦南海トラフ 冬深夜 10 - - 0 - - 10 0

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ） 夏12時 560 560

②県西部直下 冬深夜 390 20 - - 40 - 430 - 

③甑島列島東方沖 冬深夜 0 0 0 40 - 0 40 0

⑦南海トラフ 夏12時 - - - 680 - - 680 10

⑦南海トラフ 冬18時 0 0 0 360 0 0 360 0

⑦南海トラフ 冬深夜 0 0 0 - - 0 - 0

⑦南海トラフ 冬深夜 - - - 0 - - - 0

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ） 夏12時 230 230

⑧種子島東方沖 冬深夜 0 0 - 0 - 0 - 0

⑨トカラ列島太平洋沖 冬深夜 0 0 - - - 0 - 0

②県西部直下 冬深夜 0 0 - 0 - - - 0

⑤熊本県南部 冬深夜 30 - - 10 - - 40 - 

⑦南海トラフ 冬深夜 - - - 0 - - - 0

⑦南海トラフ 夏12時 - - - 40 - - 40 0

⑦南海トラフ 夏12時 0 0 - 40 - - 40 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 - - - 0 - - - 0

⑦南海トラフ 夏12時 0 0 0 40 - 0 40 0

⑦南海トラフ 冬18時 - - - 270 - - 270 0

⑦南海トラフ 冬深夜 0 0 0 30 0 0 30 0

⑦南海トラフ 夏12時 0 0 0 20 0 0 20 0

⑦南海トラフ 冬18時 0 0 0 150 0 0 150 0

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 - - - 20 - - 20 0

⑦南海トラフ 夏12時 0 0 0 10 0 0 10 0

⑦南海トラフ 冬18時 0 0 0 30 0 0 30 0

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬18時 - - - 90 - - 90 0

⑦南海トラフ 夏12時 0 0 0 160 0 0 160 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - - 460 - - 460 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - - 10 - - 10 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - - 10 - - 10 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 0 0 - 60 - - 60 0

⑦南海トラフ 夏12時 0 0 0 - 0 0 - 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - 0 10 - - 10 0

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

合計

（参考）
堤防の機能

不全によ

る増分

最大被災ケース

建物倒壊 斜面崩壊 津波 火災

ブロック塀・
自動販売機

等の転倒、

屋外落下物

(うち屋内収

容物移動・転

倒(屋内転倒

物)、屋内落

下物)

南大隅町

出水市

指宿市

西之表市

垂水市

薩摩川内市

志布志市

三島村

十島村

さつま町

いちき串木野市

南さつま市

日置市

曽於市

霧島市

市町村名

鹿児島市

鹿屋市

枕崎市

阿久根市

徳之島町

天城町

伊仙町

和泊町

知名町

与論町

奄美市

南九州市

伊佐市

南種子町

屋久島町

大和村

宇検村

瀬戸内町

龍郷町

喜界町

肝付町

中種子町

姶良市

長島町

湧水町

大崎町

東串良町

錦江町

表 4.2-2 各市町村における最大被災ケースの死者数【最大風速、早期避難率低】 
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表 4.2-3 鹿児島県における被災ケースごとの負傷者数【最大風速、早期避難率低】 

 

  

想定地震等 季節・時刻

冬深夜 2,000 530 30 20 - - 2,100 10

夏12時 1,200 400 10 50 10 60 1,300 - 

冬18時 1,400 390 20 20 120 70 1,700 10

冬深夜 2,700 470 10 20 20 - 2,800 10

夏12時 1,800 290 - 40 40 20 1,900 - 

冬18時 2,000 330 10 20 60 20 2,200 - 

冬深夜 80 60 - 220 - - 300 - 

夏12時 40 40 - 260 - - 300 - 

冬18時 50 40 - 200 - - 260 - 

冬深夜 1,100 120 - - - 1,100

夏12時 670 80 - - 10 680

冬18時 800 90 - 10 - 810

冬深夜 240 50 - 10 - - 250 10

夏12時 140 30 - 10 - - 150 10

冬18時 170 40 - 10 - - 180 10

冬深夜 - - - - - - 

夏12時 - - - - - - 

冬18時 - - - - - - 

冬深夜 190 90 - 680 - - 870 0

夏12時 130 70 - 840 - - 970 0

冬18時 140 70 - 740 - - 890 0

冬深夜 40 30 - 680 - - 720 0

夏12時 30 30 - 840 - - 870 0

冬18時 30 30 - 740 - - 770 0

冬深夜 250 90 10 680 - - 940 - 

夏12時 170 70 - 840 - - 1,000 - 

冬18時 190 70 - 740 - - 940 - 

冬深夜 420 110 10 680 - - 1,100 - 

夏12時 260 80 - 840 - - 1,100 - 

冬18時 300 80 - 740 - - 1,100 - 

冬深夜 190 90 - 830 - - 1,000 0

夏12時 130 70 - 1,000 - - 1,100 0

冬18時 140 70 - 910 - - 1,100 0

冬深夜 40 30 - 830 - - 860 0

夏12時 30 30 - 1,000 - - 1,000 0

冬18時 30 30 - 910 - - 940 0

冬深夜 250 90 10 830 - - 1,100 0

夏12時 170 70 - 1,000 - - 1,200 - 

冬18時 190 70 - 910 - - 1,100 0

冬深夜 420 110 10 830 - - 1,300 0

夏12時 260 80 - 1,000 - - 1,300 - 

冬18時 300 80 - 910 - - 1,200 0

冬深夜 1,400 230 10 180 - - 1,600 10

夏12時 860 170 10 450 - 10 1,300 10

冬18時 1,000 170 10 290 10 10 1,400 10

冬深夜 40 10 - 180 - - 220 - 

夏12時 30 10 - 340 - - 360 - 

冬18時 30 10 - 230 - - 260 - 

冬深夜 580 80 10 290 - - 890 30

夏12時 310 50 - 370 10 - 680 20

冬18時 400 60 10 300 20 - 720 20

冬深夜 70 20 - 250 - - 330 - 

夏12時 40 20 - 300 - - 350 - 

冬18時 50 20 - 270 10 - 330 - 

冬深夜 240 240

夏12時 380 380

冬18時 200 200

冬深夜 280 280

夏12時 430 430

冬18時 280 280
（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ）

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ）

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ）

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ）

建物倒壊

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE11 ）

⑧種子島東方沖

⑨トカラ列島太平洋沖

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE11 ）

②県西部直下

③甑島列島東方沖

④県北西部直下

⑤熊本県南部

⑥県北部直下

（参考）

堤防の機能

不全によ

る増分

(うち屋内収

容物移動・転

倒(屋内転倒

物)、屋内落

下物)

津波 火災斜面崩壊

ブロック塀・

自動販売機

等の転倒、

屋外落下物

合計

被災ケース

①鹿児島湾直下
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表 4.2-4 各市町村における最大被災ケースの負傷者数【最大風速、早期避難率低】 

  

想定地震等 季節・時刻

①鹿児島湾直下 冬深夜 1,800 460 30 20 - - 1,900 10

⑧種子島東方沖 冬深夜 90 50 - 0 - - 90 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 0 0 0 10 0 0 10 0

④県北西部直下 冬深夜 160 20 - - - 160

④県北西部直下 冬深夜 890 90 - - - 890

⑦南海トラフ 冬18時 - - - 80 - - 80 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 200 10 - 20 - - 210 - 

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ） 夏12時 180 180

②県西部直下 冬深夜 570 70 - - - - 570 - 

②県西部直下 冬深夜 580 60 - 0 - - 590 0

⑦南海トラフ 冬深夜 150 20 - 0 - - 150 0

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ） 夏12時 170 170

②県西部直下 冬深夜 1,500 260 - 10 20 - 1,500 10

③甑島列島東方沖 冬深夜 0 0 0 50 - 0 50 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 570 40 - 80 - - 660 0

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 160 30 10 150 - - 320 - 

①鹿児島湾直下 冬深夜 10 10 - 0 - - 10 0

⑦南海トラフ 冬深夜 30 10 - 0 - - 40 0

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ） 冬深夜 140 140

⑧種子島東方沖 冬深夜 - - - 0 - 0 - 0

⑦南海トラフ 冬深夜 0 0 0 - 0 0 - 0

⑦南海トラフ 冬深夜 - - - 0 - - - 0

⑤熊本県南部 冬深夜 180 20 - 10 - - 190 - 

⑦南海トラフ 冬深夜 30 - - 0 - - 30 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 80 10 - 10 - - 80 0

⑦南海トラフ 夏12時 - - - 20 - - 20 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 20 10 - 0 - - 20 0

⑦南海トラフ 夏12時 - - 0 20 - - 20 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 60 10 - - - - 60 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 160 10 - - - - 170 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 60 - - - - - 60 - 

⑦南海トラフ 夏12時 0 0 0 100 0 0 100 0

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 10 - - 10 - - 20 - 

⑦南海トラフ 冬18時 0 0 0 10 0 0 10 0

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 10 - - 30 - - 40 - 

⑦南海トラフ 冬深夜 0 0 0 50 0 0 50 0

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 380 30 - 30 - - 410 30

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 20 10 - 160 - - 180 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 10 - - - - - 20 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 10 - - 10 - - 10 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 - - - 20 - - 20 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - 0 - - - - 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - 0 10 - - 10 - 

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

最大被災ケース

合計

姶良市

指宿市

鹿児島市

鹿屋市

枕崎市

阿久根市

出水市

肝付町

中種子町

南種子町

屋久島町

大和村

宇検村

瀬戸内町

龍郷町

喜界町

錦江町

南大隅町

三島村

十島村

さつま町

長島町

湧水町

大崎町

東串良町

市町村名

伊佐市

西之表市

垂水市

薩摩川内市

日置市

曽於市

霧島市

いちき串木野市

南さつま市

志布志市

奄美市

南九州市

徳之島町

天城町

伊仙町

和泊町

知名町

与論町

建物倒壊 斜面崩壊 津波 火災

ブロック塀・

自動販売機

等の転倒、

屋外落下物

(うち屋内収

容物移動・転

倒(屋内転倒

物)、屋内落

下物)

（参考）

堤防の機能

不全によ

る増分
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表 4.2-5 鹿児島県における被災ケースごとの重傷者数【最大風速、早期避難率低】 

 

  

想定地震等 季節・時刻

冬深夜 1,200 110 20 10 - - 1,200 - 

夏12時 660 80 10 20 - 20 700 - 

冬18時 810 80 10 10 30 20 880 - 

冬深夜 1,500 130 10 10 10 - 1,600 - 

夏12時 1,000 70 - 10 10 10 1,100 - 

冬18時 1,200 90 - 10 20 10 1,200 - 

冬深夜 40 10 - 80 - - 120 - 

夏12時 20 10 - 90 - - 110 - 

冬18時 30 10 - 70 - - 100 - 

冬深夜 630 30 - - - 640

夏12時 380 20 - - - 380

冬18時 450 20 - - - 450

冬深夜 140 10 - - - - 140 - 

夏12時 80 10 - - - - 80 - 

冬18時 100 10 - - - - 100 - 

冬深夜 - - - - - - 

夏12時 - - - - - - 

冬18時 - - - - - - 

冬深夜 100 20 - 230 - - 340 0

夏12時 70 20 - 280 - - 360 0

冬18時 80 20 - 250 - - 330 0

冬深夜 20 10 - 230 - - 250 0

夏12時 20 10 - 280 - - 300 0

冬18時 20 10 - 250 - - 270 0

冬深夜 140 30 - 230 - - 380 - 

夏12時 90 30 - 280 - - 380 - 

冬18時 110 20 - 250 - - 360 - 

冬深夜 240 30 - 230 - - 470 - 

夏12時 150 20 - 280 - - 430 - 

冬18時 170 20 - 250 - - 430 - 

冬深夜 100 20 - 280 - - 390 0

夏12時 70 20 - 340 - - 410 0

冬18時 80 20 - 310 - - 390 0

冬深夜 20 10 - 280 - - 300 0

夏12時 20 10 - 340 - - 360 0

冬18時 20 10 - 310 - - 330 0

冬深夜 140 30 - 280 - - 430 0

夏12時 90 30 - 340 - - 440 - 

冬18時 110 20 - 310 - - 420 0

冬深夜 240 30 - 280 - - 520 0

夏12時 150 20 - 340 - - 490 - 

冬18時 170 20 - 310 - - 480 0

冬深夜 820 60 10 60 - - 890 - 

夏12時 490 50 - 150 - - 650 - 

冬18時 590 50 - 100 - - 700 - 

冬深夜 20 - - 60 - - 80 - 

夏12時 10 - - 110 - - 130 - 

冬18時 20 - - 80 - - 100 - 

冬深夜 330 20 - 100 - - 430 10

夏12時 170 10 - 120 - - 300 10

冬18時 220 10 - 100 10 - 330 10

冬深夜 40 10 - 80 - - 130 - 

夏12時 20 - - 100 - - 130 - 

冬18時 30 - - 90 - - 120 - 

冬深夜 80 80

夏12時 130 130

冬18時 70 70

冬深夜 90 90

夏12時 150 150

冬18時 90 90
（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

（参考）

堤防の機能

不全によ

る増分

(うち屋内収

容物移動・転

倒(屋内転倒

物)、屋内落

下物)

津波 火災斜面崩壊

ブロック塀・

自動販売機

等の転倒、

屋外落下物

合計

被災ケース

①鹿児島湾直下

③甑島列島東方沖

④県北西部直下

⑤熊本県南部

⑥県北部直下

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ）

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ）

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ）

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ）

建物倒壊

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE11 ）

⑧種子島東方沖

⑨トカラ列島太平洋沖

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、 津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、 津波：CASE11 ）

②県西部直下
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表 4.2-6 各市町村における最大被災ケースの重傷者数【最大風速、早期避難率低】 

 

  
想定地震等 季節・時刻

①鹿児島湾直下 冬深夜 1,000 90 10 10 - - 1,100 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 50 10 - 0 - - 50 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 0 0 0 - 0 0 - 0

④県北西部直下 冬深夜 90 - - - - 90

④県北西部直下 冬深夜 500 20 - - - 500

⑦南海トラフ 冬18時 - - - 30 - - 30 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 110 - - 10 - - 120 - 

①鹿児島湾直下 冬深夜 90 - - 0 - - 90 - 

②県西部直下 冬深夜 320 10 - - - - 320 - 

②県西部直下 冬深夜 330 10 - 0 - - 330 0

⑦南海トラフ 冬深夜 80 - - 0 - - 80 0

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ） 夏12時 60 60

②県西部直下 冬深夜 850 60 - - 10 - 860 - 

③甑島列島東方沖 冬深夜 0 0 0 20 - 0 20 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 320 10 - 30 - - 350 0

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 90 10 - 50 - - 140 - 

①鹿児島湾直下 冬深夜 10 - - 0 - - 10 0

⑦南海トラフ 冬深夜 20 - - 0 - - 20 0

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ） 冬深夜 50 50

⑧種子島東方沖 冬深夜 - - - 0 - 0 - 0

⑦南海トラフ 冬深夜 0 0 0 - 0 0 - 0

⑦南海トラフ 冬深夜 - - - 0 - - - 0

⑤熊本県南部 冬深夜 100 - - - - - 110 - 

⑦南海トラフ 冬深夜 10 - - 0 - - 10 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 40 - - - - - 50 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 10 - - - - - 10 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 10 - - 0 - - 10 0

⑦南海トラフ 夏12時 - - 0 10 - - 10 0

⑧種子島東方沖 冬深夜 30 - - - - - 30 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 90 - - - - - 90 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 30 - - - - - 30 - 

⑦南海トラフ 夏12時 0 0 0 30 0 0 30 0

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 - - - - - - 10 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 - - - - - - - - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 10 - - 10 - - 10 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 10 - - 10 - - 20 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 210 10 - 10 - - 230 10

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬深夜 20 - - 40 - - 70 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬深夜 10 - - - - - 10 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - - - - - 10 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 - - - 10 - - 10 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - 0 - - - - 0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - 0 - - - - - 

（注1）　-：わずか

（注2）　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（注3）　堤防条件は、堤防あり（ただし、津波が堤防を越流すると当該堤防は破堤する）とする。

　　　　　また、地震動により堤防が機能しなくなる場合の増分「堤防の機能不全による増分」を参考として示す。

姶良市

伊佐市

三島村

十島村

さつま町

長島町

湧水町

大崎町

東串良町

鹿児島市

鹿屋市

市町村名

龍郷町

喜界町

徳之島町

天城町

伊仙町

和泊町

知名町

与論町

奄美市

南九州市

指宿市

枕崎市

阿久根市

出水市

西之表市

垂水市

薩摩川内市

日置市

曽於市

霧島市

いちき串木野市

南さつま市

志布志市

瀬戸内町

南大隅町

肝付町

中種子町

南種子町

屋久島町

大和村

宇検村

錦江町

最大被災ケース

建物倒壊 斜面崩壊 津波 火災

ブロック塀・

自動販売機

等の転倒、
屋外落下物

(うち屋内収

容物移動・転

倒(屋内転倒

物)、屋内落

下物)

（参考）

堤防の機能

不全によ
る増分

合計
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表 4.3-1 鹿児島県における被災ケースごとの揺れによる 

建物被害に伴う要救助者（自力脱出困難者）数 

  

想定地震 季節・時刻

冬深夜 440

夏12時 320
冬18時 360
冬深夜 990
夏12時 600
冬18時 770
冬深夜 10
夏12時 10
冬18時 10
冬深夜 240
夏12時 140
冬18時 180
冬深夜 50
夏12時 20
冬18時 30
冬深夜 0
夏12時 0
冬18時 0
冬深夜 - 
夏12時 - 
冬18時 - 
冬深夜 - 
夏12時 - 
冬18時 - 
冬深夜 - 
夏12時 - 
冬18時 - 
冬深夜 20
夏12時 10
冬18時 10
冬深夜 - 
夏12時 - 
冬18時 - 
冬深夜 - 
夏12時 - 
冬18時 - 
冬深夜 - 
夏12時 - 
冬18時 - 
冬深夜 20
夏12時 10
冬18時 10
冬深夜 110
夏12時 60
冬18時 80
冬深夜 - 
夏12時 - 
冬18時 - 
冬深夜 130
夏12時 70
冬18時 100
冬深夜 10
夏12時 - 
冬18時 - 

(注1)　-：わずか
(注2)　市町村別の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。
　　　　また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

揺れによる建物被害に伴う
要救助者数

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、津波：CASE11 ）

被災ケース

①鹿児島湾直下

②県西部直下

③甑島列島東方沖

④県北西部直下

⑤熊本県南部

⑥県北部直下

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、津波：CASE5 ）

⑪奄美群島太平洋沖（ 南部 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、津波：CASE11 ）

⑧種子島東方沖

⑨トカラ列島太平洋沖

⑩奄美群島太平洋沖（ 北部 ）



 

3-55 

表 4.3-2 各市町村における最大被災ケースの揺れによる 

建物被害に伴う要救助者（自力脱出困難者）数 

 

  
想定地震 季節・時刻

①鹿児島湾直下 冬深夜 430

⑧種子島東方沖 冬深夜 - 

0

④県北西部直下 冬深夜 20

④県北西部直下 冬深夜 210

⑧種子島東方沖 冬深夜 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 - 

①鹿児島湾直下 冬深夜 10

②県西部直下 冬深夜 80

②県西部直下 冬深夜 90

⑦南海トラフ 冬深夜 10

⑦南海トラフ 冬深夜 - 

②県西部直下 冬深夜 820

②県西部直下 冬深夜 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 60

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 20

①鹿児島湾直下 夏12時 - 

⑦南海トラフ 冬深夜 - 

②県西部直下 冬深夜 - 

0

0

④県北西部直下 冬深夜 - 

⑤熊本県南部 冬深夜 50

⑦南海トラフ 冬深夜 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 - 

⑧種子島東方沖 冬深夜 20

⑧種子島東方沖 冬深夜 - 

⑨トカラ列島太平洋沖 冬深夜 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 夏12時 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 110

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬深夜 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬深夜 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬深夜 - 

0

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬深夜 - 

(注1)　-：わずか
(注2)　市町村別の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。
　　　　また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
（注3）　全ての被災ケースにおいて揺れによる建物被害に伴う要救助者数が「0」の場合は、最大被災ケースを空欄とした。

揺れによる建物被害に伴う
要救助者数

徳之島町

天城町

伊仙町

和泊町

知名町

与論町

奄美市

南九州市

伊佐市

南種子町

屋久島町

大和村

宇検村

瀬戸内町

龍郷町

喜界町

肝付町

中種子町

姶良市

長島町

湧水町

大崎町

東串良町

錦江町

鹿屋市

枕崎市

阿久根市

市町村名

鹿児島市

最大被災ケース

南大隅町

出水市

指宿市

西之表市

垂水市

薩摩川内市

志布志市

三島村

十島村

さつま町

いちき串木野市

南さつま市

日置市

曽於市

霧島市
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表 4.4-4 南海

表 4.4-5 南海

要捜

島県におい

フ（地震動

数 1,100 人、要

町村別で最も多

奄美群島太平

。 

伴う要救助

要救助者・要

のを要救助者

被害の想定に

どまる場合を

え方に沿って

留した人でも

上の地域で発

の 3割が避難

表 4.4-1 

水深 

満 

上 6ｍ未満 

上 15ｍ未満 

上 

まれた人（避

索が進むにつ

に巻き込まれ

要救助者数

児島県におけ

市町村におけ

海トラフの巨

海トラフの巨

捜索者数 

て最も多く津

：基本、東側

要捜索者数

多く津波被害

平洋沖（北部

津波被

助者・要捜索

要捜索者は中

者として想定

においては、

を考慮してお

て、要救助者

も自力で脱出

発生するもの

難せずにとど

要救助者の

中高層

避難未完了者

つれ、行方不

れた人が捜索

・要捜索者数

ける被災ケース

ける最大被災ケ

巨大地震におけ

巨大地震を除

津波被害に伴

側、西側、陸

3,000 人と想

害に伴う要救

部）（冬深夜

被害に伴う要

＝津波に

3-57 

索者 

中央防災会議

定した。また

津波の最大

おり、その結

者数を算出す

出が可能であ

のとする。ま

どまるとして

 

の設定の考え

層階滞留に伴

（自力脱

3階以上の

6階以上の

11 階以上

者＝津波によ

不明者が死亡

索者の最大値

数の想定結果

スごとの津波

ケースの津波

ける各市町村

く地震等にお

伴う要救助者

陸側、津波

想定された。

救助者・要捜

夜）の地震で

要捜索者数（

による漂流者

議(2012)に準

た、津波によ

大浸水深より

結果、高中層

する。ただし

あると考え、

また、津波到

て救助対象と

え方（中央防

伴う要救助者

脱出可能とみ

の滞留者が要

の滞留者が要

の滞留者が要

よる死傷者）

亡者や生存者

値として想定

果を以下の表

波被害に伴う

波被害に伴う

村の津波被害

おける各市町

者・要捜索者

：CASE11、夏

 

捜索者が想定

要捜索者 1,

（最大） 

者数（＝死傷

準拠し、津波

る死傷者を初

も高い階に滞

階に滞留す

、最大浸水深

中高層階滞

到達時間が 1

とする。 

防災会議(201

者の設定の考

みなす） 

要救助対象 

要救助対象 

要救助対象 

」を津波被害

者として判明

定される）。 

表に示す。 

要救助者数・

要救助者数・

に伴う要救助

村の津波被害

者が想定され

夏 12 時）の

定されたのは

300 人、要救

者数） 

の最大浸水深

初期の要捜索

滞留するも

る人が要救助

深が１ｍ未満

滞留に伴う要救

時間以上あ

2)） 

考え方 

害に伴う初期

していくた

 

・要捜索者数

・要捜索者数

助者数・要捜

害に伴う要救

たのは想定番

巨大地震で

は奄美市であ

救助者 370 人

深より高

索需要と

のは避難

助対象と

満の場合

救助者は

る地域で

期の要捜

め時系列

数 

数 

捜索者数 

救助者・ 

番号⑦南

あり要救

り、想定

人と想定
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想定地震等 季節・時刻

冬深夜 - 30

夏12時 - 50
冬18時 - 30
冬深夜 - 20
夏12時 - 50
冬18時 - 30
冬深夜 30 660
夏12時 40 740
冬18時 40 610
冬深夜
夏12時
冬18時
冬深夜 0 20
夏12時 0 20
冬18時 0 20
冬深夜
夏12時
冬18時
冬深夜 1,000 1,800
夏12時 940 2,400
冬18時 940 2,100
冬深夜 1,000 1,800
夏12時 940 2,400
冬18時 940 2,100
冬深夜 1,000 1,800
夏12時 940 2,400
冬18時 940 2,100
冬深夜 1,000 1,800
夏12時 940 2,400
冬18時 940 2,100
冬深夜 1,200 2,400
夏12時 1,100 3,000
冬18時 1,100 2,800
冬深夜 1,200 2,400
夏12時 1,100 3,000
冬18時 1,100 2,800
冬深夜 1,200 2,400
夏12時 1,100 3,000
冬18時 1,100 2,800
冬深夜 1,200 2,400
夏12時 1,100 3,000
冬18時 1,100 2,800
冬深夜 50 270
夏12時 70 570
冬18時 50 400
冬深夜 540 320
夏12時 520 550
冬18時 510 400
冬深夜 1,500 690
夏12時 1,100 770
冬18時 1,200 700
冬深夜 640 720
夏12時 870 880
冬18時 710 820
冬深夜 - 400
夏12時 - 1,200
冬18時 - 340
冬深夜 10 1,100
夏12時 10 1,500
冬18時 10 1,100

(注1)　-：わずか
(注2)　市町村別の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。
　　　　また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

⑫B桜島の海底噴火（桜島東方沖）

⑩奄美群島太平洋沖(北部)

⑪奄美群島太平洋沖(南部)

⑫A桜島の海底噴火（桜島北方沖）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、津波：CASE11 ）

⑧種子島東方沖

⑨トカラ列島太平洋沖

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、津波：CASE11 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：東側ケース、津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：西側ケース、津波：CASE5 ）

⑦南海トラフ
 （ 地震動：陸側ケース、津波：CASE5 ）

⑤熊本県南部

⑥県北部直下

⑦南海トラフ
 （ 地震動：基本ケース、津波：CASE5 ）

②県西部直下

③甑島列島東方沖

④県北西部直下

被災ケース
要救助者数 要捜索者

①鹿児島湾直下

表 4.4-2 鹿児島県における被災ケースごとの津波被害に伴う要救助者数・要捜索者数 
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表 4.4-3 各市町村における最大被災ケースの津波被害に伴う要救助者数・要捜索者数 

 

  
想定地震等 季節・時刻

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ） 夏12時 0 330

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 0 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 0 10

⑨トカラ列島太平洋沖 夏12時 0 60

⑦南海トラフ 冬深夜 0 - 

⑦南海トラフ 冬18時 - 100

⑦南海トラフ 夏12時 10 140

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ） 冬深夜 - 680

③甑島列島東方沖 冬深夜 30 530

③甑島列島東方沖 夏12時 0 80

0 0

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ） 夏12時 10 730

③甑島列島東方沖 夏12時 0 40

③甑島列島東方沖 冬深夜 - 90

⑦南海トラフ 夏12時 660 810

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 1,300 370

⑦南海トラフ 冬深夜 0 - 

0 0

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ） 夏12時 - 350

0 0

⑦南海トラフ 冬深夜 0 - 

0 0

⑤熊本県南部 夏12時 0 20

0 0

⑦南海トラフ 夏12時 - 60

⑦南海トラフ 夏12時 0 50

⑦南海トラフ 夏12時 0 - 

⑦南海トラフ 夏12時 10 50

⑦南海トラフ 冬18時 - 310

⑦南海トラフ 冬深夜 0 50

⑦南海トラフ 冬18時 0 30

⑦南海トラフ 冬18時 20 220

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 0 20

⑦南海トラフ 夏12時 - 20

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 70 50

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 60 110

⑦南海トラフ 夏12時 40 250

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 500 620

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - 10

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - 20

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 20 80

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - 10

(注1)　-：わずか
(注2)　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
(注3)　全ての被災ケースにおいて要救助者数および要捜索者数が「0」の場合は、最大被災ケースを空欄とした。

市町村名
最大被災ケース

要救助者数 要捜索者数

枕崎市

阿久根市

鹿児島市

鹿屋市

西之表市

垂水市

出水市

指宿市

曽於市

霧島市

薩摩川内市

日置市

志布志市

奄美市

いちき串木野市

南さつま市

姶良市

三島村

南九州市

伊佐市

長島町

湧水町

十島村

さつま町

錦江町

南大隅町

大崎町

東串良町

南種子町

屋久島町

肝付町

中種子町

瀬戸内町

龍郷町

大和村

宇検村

天城町

伊仙町

喜界町

徳之島町

与論町

和泊町

知名町
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表 4.4-4 南海トラフの巨大地震における各市町村の津波被害に伴う要救助者数・要捜索者数 

 

  
想定地震等 季節・時刻

⑦南海トラフ 夏12時 0 20

⑦南海トラフ 夏12時 0 - 

⑦南海トラフ 夏12時 0 - 

⑦南海トラフ 夏12時 0 30

⑦南海トラフ 冬深夜 0 - 

⑦南海トラフ 冬18時 - 100

⑦南海トラフ 夏12時 10 140

⑦南海トラフ 冬深夜 0 - 

⑦南海トラフ 夏12時 - 60

⑦南海トラフ 夏12時 0 10

0 0

⑦南海トラフ 夏12時 - 10

⑦南海トラフ 夏12時 0 - 

⑦南海トラフ 夏12時 - 80

⑦南海トラフ 夏12時 660 810

⑦南海トラフ 冬深夜 470 520

⑦南海トラフ 冬深夜 0 - 

0 0

⑦南海トラフ 夏12時 0 10

0 0

⑦南海トラフ 冬深夜 0 - 

0 0

⑦南海トラフ 冬深夜 0 20

0 0

⑦南海トラフ 夏12時 - 60

⑦南海トラフ 夏12時 0 50

⑦南海トラフ 夏12時 0 - 

⑦南海トラフ 夏12時 10 50

⑦南海トラフ 冬18時 - 310

⑦南海トラフ 冬深夜 0 50

⑦南海トラフ 冬18時 0 30

⑦南海トラフ 冬18時 20 220

⑦南海トラフ 夏12時 0 20

⑦南海トラフ 夏12時 - 20

⑦南海トラフ 冬深夜 - 50

⑦南海トラフ 冬深夜 30 130

⑦南海トラフ 夏12時 40 250

⑦南海トラフ 夏12時 - 60

⑦南海トラフ 夏12時 0 10

⑦南海トラフ 夏12時 0 - 

⑦南海トラフ 冬18時 - 10

⑦南海トラフ 夏12時 0 - 

⑦南海トラフ 夏12時 0 10

(注1)　-：わずか
(注2)　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
(注3)　南海トラフの巨大地震において要救助者数および要捜索者数が「0」の場合は、最大被災ケースを空欄とした。

与論町

和泊町

知名町

天城町

伊仙町

喜界町

徳之島町

瀬戸内町

龍郷町

大和村

宇検村

南種子町

屋久島町

肝付町

中種子町

錦江町

南大隅町

大崎町

東串良町

長島町

湧水町

十島村

さつま町

姶良市

三島村

南九州市

伊佐市

志布志市

奄美市

いちき串木野市

南さつま市

曽於市

霧島市

薩摩川内市

日置市

西之表市

垂水市

出水市

指宿市

枕崎市

阿久根市

鹿児島市

鹿屋市

最大被災ケース
要救助者数 要捜索者数市町村名
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表 4.4-5 南海トラフの巨大地震を除く地震等における 
各市町村の津波被害に伴う要救助者数・要捜索者数 

 

  
想定地震等 季節・時刻

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ） 夏12時 0 330

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 0 - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 0 10

⑨トカラ列島太平洋沖 夏12時 0 60

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 0 - 

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 0 10

⑧種子島東方沖 夏12時 10 50

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ） 冬深夜 - 680

③甑島列島東方沖 冬深夜 30 530

③甑島列島東方沖 夏12時 0 80

0 0

⑫B桜島の海底噴火 （ 桜島東方沖 ） 夏12時 10 730

③甑島列島東方沖 夏12時 0 40

③甑島列島東方沖 冬深夜 - 90

⑧種子島東方沖 夏12時 10 350

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 1,300 370

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬深夜 0 - 

0 0

⑫A桜島の海底噴火 （ 桜島北方沖 ） 夏12時 - 350

0 0

⑨トカラ列島太平洋沖 冬18時 0 - 

0 0

⑤熊本県南部 夏12時 0 20

0 0

⑧種子島東方沖 冬18時 0 10

⑧種子島東方沖 冬18時 0 - 

0 0

⑧種子島東方沖 夏12時 10 20

⑨トカラ列島太平洋沖 夏12時 0 30

⑧種子島東方沖 冬深夜 0 10

⑧種子島東方沖 冬深夜 0 20

⑨トカラ列島太平洋沖 夏12時 - 50

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 0 20

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 夏12時 10 10

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 70 50

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 冬深夜 60 110

⑩奄美群島太平洋沖 （ 北部 ） 夏12時 40 40

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 500 620

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - 10

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - 20

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 冬18時 20 80

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - - 

⑪奄美群島太平洋沖 （ 南部 ） 夏12時 - 10

(注1)　-：わずか
(注2)　被害想定の数値は概数であるため、ある程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
(注3)　南海トラフの巨大地震を除く地震等において要救助者数および要捜索者数が「0」の場合は、最大被災ケースを空欄とした。

与論町

和泊町

知名町

天城町

伊仙町

喜界町

徳之島町

瀬戸内町

龍郷町

大和村

宇検村

南種子町

屋久島町

肝付町

中種子町

錦江町

南大隅町

大崎町

東串良町

長島町

湧水町

十島村

さつま町

姶良市

三島村

南九州市

伊佐市

志布志市

奄美市

いちき串木野市

南さつま市

曽於市

霧島市

薩摩川内市

日置市

西之表市

垂水市

出水市

指宿市

阿久根市

鹿児島市

鹿屋市

要救助者数 要捜索者数

枕崎市

市町村名
最大被災ケース




